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1 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。（日本国憲法第 10 条）。日本国民たる要件
は、この法律の定めるところによる。（国籍法第 1 条）。 
2 The Convention on the Rights of the Child. 1989 年 11 月 20 日の国連総会（第 44 回会
期）において採択され、1990 年 9 月 2 日に発効した。日本は同条約について、1990 年 9
月 21 日に署名、1994 年 4 月 22 日に批准書寄託、同年 5 月 16 日に公布（平成 6 年条約第
2 号）した。同条約は、同年 5 月 22 日、日本において発効した。 





荒牧重人編著『新解説 子どもの権利条約』日本評論社（2000 年）226 頁、荒牧重人「子
どもの権利条約の批准と日本の課題」季刊教育法第 97 号（1994 年）21〜22 頁。また、日
本の国内法における「児童」の年齢についても、例えば、児童福祉法では 18 才未満（同法
第 4 条第 1 項）、母子及び父子並びに寡婦福祉法では 20 歳未満（同法第 6 条第 3 項）、





4 100 日を超えて再婚禁止期間（民法第 733 条第 1 項）を設ける部分に限って違憲である






















もについて出生による国籍の取得を規定し（国籍法第 2 条第 3 号）、また、
日本で生じた無国籍を解消のために、日本で出生した無国籍児について簡易




善の利益を考慮した子どもの国籍取得権保障の観点から、国籍法第 2 条第 3




































5 厚生労働省大臣官房統計情報部『平成 26 年度人口動態統計特殊報告「日本における人口
動態－外国人を含む人口動態統計－」
[https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/tokusyu/gaikoku14/index.html]、2016
年 1 月 7 日最終確認。 
6 そのうち、日本人夫・外国人妻の組合せが 7 割を超えており、外国人配偶者の国籍は、
上位から順に、中国（約 32.5%）、韓国・朝鮮（約 20.5%）、フィリピン（約 15%）とな
っている。厚生労働省大臣官房統計情報部『平成 27 年我が国の人口動態－平成 25 年まで
の動向－』（2015 年）32 頁。 
7 私法的法律関係のうち、何らかの要素が外国法と関連する場合、国際的法律関係または
渉外的法律関係という。 
8 2013（平成 25）年における日本人と外国人の婚姻件数は 21,488 組、外国人同士の婚姻
件数は 3,127 組であった。厚生労働省大臣官房統計情報部・前掲（注 5）結果の概要 3 頁













であるが、日本で生まれた外国人の子 12,997 人全体に占める割合は 17.7％
であった。これは、日本人として生まれる非嫡出子の割合が 2.2 ％                                                                                                                                                               
であるのに比べて、突出して高くなっている。また、外国人の非嫡出子のう
ち、母の国籍がフィリピンである子どもが 880 人（38％）を占め、ブラジル
が 563 人（24.5％）、中国とペルーが各 209 人（9％）、韓国・朝鮮は 130 人
（5.65％）であった11。さらに、母親の年齢階級別でみると、非嫡出子の出
生数が多いのは、母親が 25 歳～29 歳と 30 歳～34 歳の年齢層になるが（そ
れぞれ 543 人と 521 人）、この年齢層は出生数そのものが多いため（それぞ
れ 4,037 人と 4,454 人）、非嫡出子の出生割合は低くなる傾向にある（それ
ぞれ 13.5％と 11.7％）。これに対し、母親が 19 歳以下で生まれる外国人の非










9 厚生労働省大臣官房統計情報部・前掲（注 5）結果の概要 5 頁表 3 参照。 
10 厚生労働省大臣官房統計情報部・前掲（注 5）結果の概要 5 頁表 4 参照。 
11 厚生労働省大臣官房統計情報部・前掲（注 5）結果の概要 5 頁表 4 参照。 


































































14 在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表  




16 小田川綾音＝付月「日本の無国籍問題をめぐる現状と課題」法律時報 86 巻 11 号（2014
年）47 頁。 
















A 国籍を有するにすぎないから、成長した当該子は A 国から当該書類を入手
することはできず、法的に婚姻することを諦めざるを得ないことがある20。
仮に当該子が無国籍と認定されれば、常居所地法である日本法が適用される













18 テュアン・シャンカイ「無国籍を生きる私」法学セミナー第 59 巻第 10 号（2014 年）
44 頁。 
19 陳・前掲（注 17）275〜282 頁。 
20 実際に、無国籍者を支援する NGO「無国籍ネットワーク」にそのような相談が寄せら
れた。陳天璽「子どもの認知が出せなくて‥‥」NPO 法人無国籍ネットワーク編「無国籍













































の必要性を主張する著作を 2015（平成 27）年 10 月末に刊行され23、その中
で国際家族法の観点から親子関係と国籍を論じるとともに、多様化する国際
親子関係の中の問題の１つとして、日本で生まれた子どもの無国籍の発生防


















掲（注 21）、江川英文＝山田鐐一＝早田芳郎『国籍法〔第 3 版〕』（法律学全集 59-II）
有斐閣（1997 年）、木棚照一『逐条註解  国籍法』日本加除出版（2003 年）などが国籍法
の体系書として挙げられる。 






護について」国際研究第 14 号（1998 年）149 頁以下参照。 


































30 1954 年に採択された無国籍者の地位に関する条約、及び 1961 年に採択された無国籍の
削減に関する条約。 
31 新垣修「無国籍者地位条約と無国籍削減条約－成立までの経緯と概要」法律時報 86 巻
11 号（2014 年）35〜40 頁、新垣修「無国籍者地位条約の成立と展開」難民研究ジャーナ
ル第 4 号（2014 年）3〜15 頁。 
32 例えば、小田川綾音「国籍・無国籍認定の現状と課題－改正入管法を踏まえて」移民政
策研究第 5 号（2013 年）22〜33 頁、Chie Komai and Fumie Azukizawa, “Stateless persons 
from Thailand in Japan”, in Forced Migration Review, Issue 32, Refugee Studies 
Center, 2009, p.33. 
33 The 1954 Convention Relating to the Status of Stateless Persons. 1954 年 9 月 28 日












第 3 節 本論文の構成 
 本論文は、日本で生まれた子どもの国籍確認及び無国籍認定に関する国籍
法の規定にしたがった法制度整備の必要性を明らかにするとの目的のために、
全 5 章で構成されている。 




















34 小田川＝付・前掲（注 16）47〜52 頁。 
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規定の内容は、1950（昭和 25）年国籍法第 2 条第 4 号に受け継がれ、現行
国籍法第 2 条第 3 号にもそのまま受け継がれ、現在に至っていることを確認
する。 







義を採用した 1984（昭和 59）年改正国籍法は、国籍法第 2 条第 3 号の改正
ではなく、国籍法第 8 条第 4 号の新設によって、日本で生まれた無国籍者に
簡易帰化を認めるにとどまった。さらに、2008（平成 20）年には、最高裁
大法廷による国籍法違憲判決を機に、日本人父の生後認知による日本国籍取
得のための法改正が行われた（国籍法第 3 条第 1 項）。これら、国籍法第 8





35 The 1961 Convention on the Reduction of Statelessness. 1961 年 8 月 30 日採択、1975





























れる場合について検討する。先ず、国籍法第 2 条第 3 号の「日本で生まれた
場合」という要件であるが、「日本」とは「日本の国家領域」であり、「日本
で生まれた場合」とは「日本で分娩の事実が生じた」ことを意味すると解さ



















第 5 章では、国籍法第 2 条第 3 号後段の「父母がともに国籍を有しないと
き」について検討する。また、日本で生まれた子で出生時から「国籍を有し
ない」こと等を要件に国籍法第 8 条第 4 号が簡易帰化を認めていることから
して、｢国籍を有しない｣について統一的な判断基準が必要であることを明ら
かにする。そのために、先ず、国籍法第 2 条第 3 号後段の「国籍を有しない
とき」の解釈に関する学説を概観する。次に、国籍法第 2 条第 3 号を補充す
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第 1 章 子ども（個人）にとっての国籍と無国籍 






























1 International Covenant on Civil and Political Rights. 1966 年 12 月 16 日に国連総会（第
21 回会期決議 2200A(XXI)）で採択され、1976 年 3 月 23 日に発効した。日本は、1978 年
5 月 30 日に署名、1979 年 6 月 21 日に批准書を寄託し、同年 8 月 4 日に公布した（昭和
54 年条約第 7 号）。同年 9 月 21 日に同条約は日本で発効された。 



























2 木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）1〜2 頁。 
3 新垣修「無国籍者地位条約の成立と展開」難民研究ジャーナル第 4 号（難民研究フォー
ラム、2014 年）3〜15 頁。 
4 大沼保昭『国際法—はじめて学ぶ人のための』〔新訂版〕東信堂（2008 年）291 頁。 
5 大沼・前掲（注 4）291 頁。 
6 黒木忠正＝細川清『外事法・国籍法』現代行政法学全集 17、ぎょうせい（1988 年）237
頁、江川英文＝山田鐐一＝早田芳朗『国籍法〔第 3 版〕』法律学全集 59-II、有斐閣（1997
年）3 頁、木棚・前掲（注 2）6 頁。 
7 木棚・前掲（注 2）6 頁。 
8 大沼・前掲（注 4）292 頁。 






























9 大沼・前掲（注 4）292 頁。人が国籍国以外の国に住むことになってもなお本国の統治権
に服することは、国家管轄権の属人主義ともいう。杉原高嶺『国際法学講義〔第 2 版〕』
有斐閣（2013 年）413 頁。 
10 小寺彰＝岩澤雄司＝森田章夫編『講義国際法〔第 2 版〕』有斐閣（2010 年）329 頁（河
野真理子担当部分）。 
11 杉原高嶺＝水上千之＝臼杵知史＝吉井淳＝加藤信行＝高田映『現代国際法講義〔第 5版〕』
有斐閣（2012 年）342 頁。 
12 小寺＝岩澤＝森田編・前掲（注 10）207 頁。 





























13 木棚・前掲（注 2）13 頁。 
14 杉原ほか・前掲（注 11）342 頁。 
15 杉原ほか・前掲（注 11）342 頁。 
16 Vienna Convention on Consular Relations. 同条約は、1963 年 4 月 24 日ウィーン会議





2015 年 12 月 6 日最終確認。 










LaGrand and Karl LaGrand（以下、「ラグラン兄弟」という。）に対してア
メリカが領事保護権について告知していなかったことは、領事関係条約第 36
条第 1項に違反することの確認等を求めて国際司法裁判所に提訴したもので


















18 La Grand [Germany v. United States of America], Judgment of 27 June 2001, I.C.J. 
Reports 2001, p.466. 
19 杉原・前掲（注 9）413 頁。 
20 木棚・前掲（注 2）13 頁。 
21 木棚・前掲（注 2）13 頁。外国人の追放については、自由権規約第 13 条において、「合
法的にこの規約の締約国の領域内にいる外国人は、法律に基づいて行われた決定によって
のみ当該領域から追放することができる。」と規定されている。 
22 木棚・前掲（注 2）13~14 頁。 















の範囲は、『国籍国（country of his nationality）』の概念よりも広い。……











住国へ戻る権利を、この自由権条約第 12 条第 4 項に基づいて保障するよう
 
23 例えば、日本の入管法第 53 条第 1 項では、「退去強制を受ける者は、その者の国籍国
又は市民権の属する国に送還されるものとする。」と規定されている。 
24 UN Human Rights Committee (HRC), CCPR General Comment No. 27: Article 12 
(Freedom of Movement), 2 November 1999, CCPR/C/21/Rev.1/Add.9, para.20, available 
at: [http://www.refworld.org/docid/45139c394.html], accessed 30 November 2015. 同条
約第 12 条第 4 項の解釈については、坂元茂樹「『自国』に戻る権利:自由権規約第 12 条 4
項の解釈をめぐって」藤田久一＝松井芳郎＝坂元茂樹編『人権法と人道法の新世紀 :竹本正
幸先生追悼記念論文集』東信堂（2001 年）149〜196 頁を参照。 
25 UN Human Rights Committee (HRC), supra note 24, para. 19. 
26 UN Human Rights Committee (HRC), supra note 24, para. 19. 
   22 
要請されているといえる27。なお、出国の権利については制約がなく、すべ
ての者は、自国を含むいずれの国からも自由に離れることができる（自由権





























る権利を中心に―」法政論叢第 44 巻第 2 号（日本法政学会、2008 年）1〜12 頁を参照。 
28 杉原・前掲（注 9）413 頁。 
29 国家の成立要素については、国民、領土、外交能力を有する政府が伝統的な３要素とさ
れている。加えて、現代国際法においては、適法性も問われるようになっている。杉原・
前掲書（注 9）195〜197 頁。 
30 大沼・前掲（注 4）292 頁。 
31 大沼・前掲（注 4）292 頁。 





































木棚・前掲（注 2）12 頁。 
35 木棚・前掲（注 2）15 頁参照。 

































 (ii) 無国籍者の本国法は常居所地国の法律 
国籍を有しない無国籍者の場合、その本国法を決定するために、国籍に代
わるものを基準とすることが検討される。日本では、原則として、無国籍者
   25 
の本国法については、その者の常居所のある国の法律であるとされている（通
則法第 38 条第 2 項）36。この常居国の法律を無国籍者の属人法とする考え方
























36 この原則は、婚姻の効力（通則法第 25 条）や夫婦財産制（同法第 26 条 1 項）、離婚（同
法第 27 条）、親子間の法律関係（同法第 32 条）については例外的に適用されない（同法
第 38 条第 2 項）。これらの場合には、各条文にしたがって準拠法が決定されることになる。 
37 国籍は、権利をもつための権利(the right to have rights)であると説明されてきた。国
連難民高等弁務官事務所＝列国議会同盟『国籍と無国籍−議員のためのハンドブック』(2009
年) 3 頁。原文は、IPU and UNHCR, Nationality and Statelessness: A Handbook for 
Parliamentarians, 2005 (updated August 2008)。米国連邦最高裁判所長官ウォーレン（E. 




38 IPU and UNHCR, supra note 37, p.3 
39 大沼・前掲（注 4）292 頁。 






















れば、在留外国人として 587 人、総在留外国人として 614 人が無国籍とされ







40 UNHCR, UNHCR Global Trends 2011, 2012, pp.38-46,  
available at: [http://www.unhcr.org/4fd6f87f9.html], accessed on 30 December 2012. 
41 法務省「第 1 表 国籍・地域別 在留資格（在留目的）別 在留外国人」
[http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001139146] 2016年 2月 1日最終確認。
ここにおける「在留外国人」と「総在留外国人」のいずれも、国籍・地域別に集計した数
であるが、前者には「外交」「公用」「短期滞在」の目的の在留外国人が含まれていない。 





















らず、新たに国籍 B を取得できなかった場合、元の国籍 A が回復できなけれ
ば、当該者は無国籍となる。また、たとえ新たに国籍 B を取得できた場合で







第 5 号（2013 年）30 頁。 
43 以下の無国籍の発生原因については、IPU and UNHCR, supra note 37, pp.27-40 の記
述による。他にも、阿部・前掲（注 37）10〜12 頁、UNHCR, Information and Accession 
Package: The 1954 Convention Relating to the Status of Stateless Persons and the 1961 
Convention on the Reduction of Statelessness, revised in January 1999, p.3; 付月「無
国籍者の発生防止と権利保護に関する一考察」亜細亜女性法学第 9 号〔人権法 II〕、亜細
亜女性法学研究所（2006 年）225〜227 頁を参照。 














が規定されている場合、①当該 A 国民であった女性は外国人（B 国籍）との

















































44 The Council of Europe Convention on the Avoidance of Statelessness in Relation to 
State Succession. Available at: 
[http://www.coe.int/en/web/conventions/full-list/-/conventions/treaty/200], accessed on 
10 January 2015. 丹羽こずえ＝小畑郁（共訳）「国家承継に関連する無国籍の防止に関す
るヨーロッパ評議会条約および説明報告書」名古屋大学法政論集 218 号（名古屋大学大学
院法学研究科、2007 年）267〜283 頁参照。 






























いる（同条第 3 号）。 
 
45 江川＝山田＝早田・前掲（注 6）16 頁。 
46 奥田安弘『家族と国籍〔補訂版〕』有斐閣（2003 年）13 頁。なお、第 3 章で述べる通
り、血統主義でも、日本における 1985（昭和 60）年改正前の国籍法のように、父系優先
血統主義、つまり、父親の血統を子の国籍決定の基準とするような国籍法もある。 




って日本国籍を取得する場合（国籍法第 4 条から第 9 条）、あるいは届出に




























グ―理論と実務の架橋をめざして―』学陽書房（2005 年）20 頁。 
















第 4 節 無国籍に対する国際社会の対応 
 無国籍者の権利を尊重し、問題を解決するためには国際的な協力が必要で
ある。そのための国際的な法的枠組みが、下記の無国籍条約である。 
無国籍に関する条約は 2 つある。すなわち、1954 年の無国籍者の地位条










（under the operation of its law） において国民として認められない者をい
う。」と規定され、同条約の保護対象としている。 





49 国際法委員会は、1954 年の無国籍者の地位条約第 1 条は「慣習法の性質を獲得したと
することに疑いの余地はない」と述べている。See International Law Commission, 



















籍者」（de facto stateless persons）とされてきた。この「事実上の無国籍





Articles on Diplomatic Protection with commentaries, 2006, available at: 
[http://untreaty.un.org/ilc/guide/9_8.htm], p.49, accessed on 11 September 2015. 
50  International Law Commission, Articles on Diplomatic Protection with 
commentaries, 2006 では、1954 年の無国籍の地位条約第 1 条第 1 項に規定されている無
国籍者の定義を採用している。 
51 Carol A. Batchelor, UNHCR and Issues Related to nationality, in Refugee Survey 
Quarterly, Vol. 14, No3, 1995, pp.91-112. 




限り、事実上の無国籍者の保護を与えるよう推奨することとなった（See Batchelor, supra 
note 51, pp.91-112）。1954 年条約の起草過程及び条文の解釈については、Nehemiah 
Robinson, Convention Relating to the Status of Statelessness Persons; Its History and 
Interpretation”, A Commentary, World Jewish Congress, 1955. (Reprinted by DIP of 
UNHCR in 1997, available at: [http://www.unhcr.org/home/PUBL/3d4ab67f4.pdf], 
accessed on 8 January, 2008) を参照。 



















って日本国籍を取得することができる。」と規定されている（同法第 4 条第 1
項）。無国籍者の帰化については、後に第 5 章で検討する国籍法第 8 条第 4
号において、「日本で生まれ、かつ、出生の時から国籍を有しない者」につい










54 阿部・前掲（注 37）9 頁。 
55 Batchelor, supra note 51, pp.91-112. 
56 IPU and UNHCR, supra note 37, p.11.  
57 阿部・前掲（注 37）8 頁。 




い」（第 7 条第 1 項）としつつ、権利の性質によって異なる保護レベルを与
える構造になっている。 
締約国の国民と同一の保護ないし待遇を与えるものとして、「宗教」の自由
や「公的救済」への権利（第 23 条）、「労働及び社会保障」（第 24 条）が定
められている。他方で、「一般に外国人に対して与えられる待遇より不利でな
い待遇」を保障されるものには、「結社の権利」（第 15 条）、賃金を得られる
雇用へ従事する権利（第 17 条第 1 項）、自営業・自由業を営む権利（第 18







護を与えられる（同条 3 項）。 
 









（同条約第 1 条第 1 項）。そのための具体的な国籍付与の方法や条件につい
ても、細かな選択肢が用意されている（同条第 2 項）。また、締約国内で発
 
58 阿部・前掲（注 37）23 頁。1954 年の無国籍者の地位条約は、若干の権利について、合
法的に滞在していない無国籍者に対しても保障している。例えば、「裁判を受ける権利」
について、無国籍者は、その法的地位の如何にかかわらず、「すべての締約国の領域にお
いて、自由に裁判を受ける権利を有する」（同条約第 16 条第 1 項）と規定されている。 

































59 阿部浩己「『国際的保護』の境界」法律時報 86 巻 11 号（2014 年）24 頁。 
60 UN/GA/Res.3274(XXIV) of 10 December 1974 and UN/GA/Res.31/36 of 30 November 
1976. 






























61 UN/GA/Res.50/152 of 9 February 1996. 
62 IPU and UNHCR, supra note 37, p.11. 日本語訳は、UNHCR 駐日事務所『国籍と無国




第 5 号（移民政策学会、2013 年）34〜50 頁を参照。 




















24 条第 3 項）と規定されている。同条項では、子どもの国籍を取得する権利
について定めているだけで、子どもがいつの時点までに、いずれの国に対し
てその権利を主張することができるかが明示されていない。しかしながら、






64 Gerard-René de Groot, “Children, their rights to nationality and child”, in Alice 
Edwards and Laura van Waas ed., Nationality and statelessness under international 
law, Cambridge University Press, 2014, p.144. 
65 Universal Declaration of Human Rights. 1948 年 12 月 10 日に国連総会で採択された
（Resolution 217 A (III)。 
66 子どもの権利条約第 1 条を参照（巻末資料）。 
67 子どもの権利条約第 24 条第 2 項では、「すべての子どもは、出生の後直ちに登録され、
かつ、氏名を有する」と規定されている。 
68 Gerard-René de Groot, supra note 64, pp.145-146. 
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まれている69。 
 
(2) 自由権規約委員会による一般的意見 17 









71。そして、自由権規約第 24 条第 3 項の実施に当たって、締約国は、領域内
にいる子どもにつき、「国籍の取得に関するいかなる差別」も国内法で設けて















69 Gerard-René de Groot, supra note 64, pp.145-146. 
70  UN Human Rights Committee (HRC), CCPR General Comment No.17: Art. 24 
(Rights of the child), adopted at the 35th session on 7 April 1989, para.8., available at:  
[https://www.refworld.org/docid/45139b464.html], accessed on 5 November 2015. 巻末
資料を参照。 
71 UN Human Rights Committee (HRC), supra note 70, para.8. 
72 UN Human Rights Committee (HRC), supra note 70, para.8. 
73 Gerard-René de Groot, supra note 64, p.146. 
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4. 子どもの権利条約 
(1) 子どもの国籍を取得する権利 
 子どもの権利条約においては、上述の自由権規約第 24 条第 3 項より若干




項：筆者注〕の権利の実現を確保する。」（同条第 2 項）と規定されている。 
 先述の自由権規約と同様に、子どもの権利条約第 7 条第 1 項においても、
子どもの国籍取得権が規定されてはいるものの、どの時点において、いずれ
の国の国籍を取得するかについては明文で規定されていない。ただし、子ど
もの権利条約第 7 条第 1項に規定されている子どもの国籍取得権を保障する
ための締約国の採るべき措置、すなわち、特に子どもが無国籍となる場合を
含めて、締約国は子どもの国籍を取得する権利の実現を確保しなければなら
ないとの義務が、同条第 2 項で定められている。 
 
(2) 子どもの権利委員会 
 子どもの権利条約第 7 条は、国籍を取得するための法的ツールを子どもに
提供し、子どもが無国籍から保護されることを規定している74。子どもの権











74 Jaap E. Doek, “The CRC and the Right to Acquire and to Preserve a Nationality”, in 
Refugee Survey Quarterly, Vol. 25, Issue 3, Oxford Journal, 2006, pp. 26-32. 
75 the UN Committee on the Rights of the Child (CRC Committee). 
76 Doek, supra note 74, p.28. 
77 Doek, supra note 74, p.28.. 
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ての必要な措置を採ることが子どもの権利委員会から提案されている78とい
うことである。 





子どもの権利条約第 3 条第 1 項では、「子どもの最善の利益」（the best 










そして、子どもの最善の利益を定める第 3 条第 1 項は、条約全体に関する一
般的原則であるため、同条約第 7 条に規定されている子どもの国籍取得権に
おいても配慮される必要があることになる。この点につき、子どもの権利委






78 Gerard-René de Groot, supra note 64, p.147. 
79 Gerard-René de Groot, supra note 64, p.147. 
80 本論文における国際人権条約の日本語訳は、特に断りのない限り、松井芳郎＝薬師寺公
夫＝坂元茂樹＝小畑郁＝徳川信治編『国際人権条約・宣言集』〔第 3 版〕東信堂（2005 年）
から引用している。ただし、子どもの権利条約については「児童」を「子ども」に、また、
女性差別撤廃条約については「女子」「男子」を「女性」「男性」に言い換えている。 
81 Committee on the Rights of the Child, General comment No. 14 (2013) on the right of 
the child to have his or her best interests taken as a primary consideration (art. 3, para. 
1), CRC/C/GC/14, 29 May 2013, para.30, available at:  
[http://www2.ohchr.org/English/bodies/crc/docs/GC/CRC_C_GC_14_ENG.pdf], accessed 
on 5 January 2016.  


























82 Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women.同条約
は、1979 年 12 月 18 日の国連総会で採択され、1981 年 9 月 3 日に発効された。 
83 Gerard-René de Groot, supra note 64, p.147. 国籍法における性差別と国際法の対応に
ついては、Radha Govil and Alice Edwards, “Women, nationality and statelessness: the 
problem of unequal rights”, in Alice Edwards and Laura van Waas ed., Nationality and 
statelessness under international law, Cambridge University Press (2014) pp. 169-193. 
また、男女差別と国籍については、次の文献を参照。UNHCR, Background Note on Gender 
Equality, Nationality Laws and Statelessness 2014, available at: 
[http://www.unhcr.org/4f5886306.html], accessed on 4 January 2016. 
84 山本敬三「国籍と人権」畑博之=水上千之編『国際人権法概論』〔第三版〕有信堂高文
社（2002 年）111 頁。 
85 国籍をもつことは、本章で確認した通り、世界人権宣言第 15 条をはじめ、自由権規約
第 24 条第 3 項、及び子どもの権利条約第 7 条第 1 項など、多くの国際的並びに地域的人
権条約で規定されている。詳しくは、付・前掲（注 43）223～261 頁を参照。 
























86 2016 年 1 月 1 日現在、1954 年の無国籍者の地位条約には 86 カ国が加盟しており、1961
年の無国籍の削減条約には 65 カ国が加盟している。 
87 無国籍に関する学術論文や報告書では、しばしば「国際的な移動を伴う無国籍












がなされてこなかった。その点、Laura van Waas, Nationality Matters: Statelessness 
under International Law, School of Human Rights Research Series, Vol.29, 2008, p.207
では、これまで議論されてきた無国籍者を保護するための無国籍認定基準や手続基準等を、
無国籍の発生防止のための無国籍認定にも援用し得ることが示唆されている。 
   44 
 日本は、無国籍に関する上記 2 つの条約のいずれにも加入していない。し
かし、日本の国内法である国籍法には、無国籍の発生防止を目的に、日本で
生まれた子どもに日本国籍を生来取得させる規定（国籍法第 2 条第 3 号）が
あり、また、日本で生まれた無国籍児について、緩和した条件で日本国籍を





第 2 章 国籍法の歴史的変遷―無国籍の発生防止を中心に― 
































を留保する意思を表示しなければ、日本国籍を出生の時に遡って失う（国籍法第 12 条）。 
 46 











2. 1873（明治 6）年の「外国人民ト婚姻差許条項」 


















2 木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）26 頁。明治以前の国籍立法の沿
革については、二宮正人『国籍法における男女平等』有斐閣（1983 年）215〜217 頁、田
中康久「日本国籍法沿革史（一）〜（十四・完）」戸籍 454 号～458 号、462 号、467 号
～472 号、477 号、478 号を参照。 








この 1873（明治 6）年の太政官布告は、1898（明治 31）年 7 月 9 日の「外




















この憲法上の要請から、1890（明治 23）年の旧民法（明治 23 年法律 98 号）




4 黒木＝細川・前掲（注 3）257 頁。 
5 黒木＝細川・前掲（注 3）257〜258 頁。 
6 旧民法人事編は、明治 23 年 10 月 6 日法律 98 号をもって公布され、1893（明治 26）年
1 月 1 日から施行される予定であったところ、国俗民情に合わないとして施行延期をめぐ























第 1 項は血統主義を原則とし、第 2 項では父系血統主義、第 3 項では父が知
れないときは母系血統主義、そして、第 4 項では父母がともに知れないとき
については生地主義をそれぞれの場合に採用しており、概ね後述の 1899（明





7 江川英文＝山田鐐一＝早田芳郎『国籍法〔第 3 版〕』有斐閣（1997 年）37 頁。 
8 田中・前掲（注 2）戸籍 454 号、7～8 頁。ちなみに、当時のフランス民法では、私権を
享有することができる者をフランス国民に限定していたため、同法においてフランス国民
の範囲を定める必要があった。江口隆裕「フランスにおける移民政策の展開（二）―マグ
レブとの関係を中心に―」神奈川法学第 47 巻第 1 合併号（2014 年）50〜51 頁。 
9 旧民法人事編第二章において用いられている「分限」という用語は、ほぼ「国籍」と同
意味として理解できる。田中・前掲（注 2）9 頁。 








いては、旧民法人事編第 7 条第 3 項により取得していた日本国籍を、同認知



























料から明らかでない。田中・前掲（注 2）戸籍 454 号、11 頁。 











第 4 節 1899 年（明治 32）年の旧国籍法 
1. 旧国籍法の制定 
 日本で最初に施行された国籍の取得及び喪失にかかる一般的な法令は、
1899（明治 32）年の国籍法（明治 32 年法律 66 号、以下「旧国籍法」とい
う。巻末資料参照。）であった。これは、上記の 1889（明治 22）年に公布さ
れた帝国憲法第 18 条の規定に基づき制定されたものであり、1899（明治 32）





 旧国籍法は、附則を含めて 28 カ条からなり、国籍の取得（旧国籍法第 1
条～第 17 条）、国籍の喪失（旧国籍法第 18 条～第 24 条）、国籍の回復（旧








13 田中・前掲（注 2）戸籍 454 号、8 頁。江川＝山田＝早田・前掲（注 6）37 頁では、こ
れらの規定は、後の日本の国籍立法の原型をなすものとして重要であったと述べている。 
14 木棚・前掲（注 2）31 頁。 
15 黒木＝細川・前掲（注 3）263 頁。 






























17 木棚・前掲（注 2）32 頁。 





棚・前掲（注 2）186 頁。 




の日本国籍取得（旧国籍法第 5 条第 1 号～第 4 号、第 6 条、第 13 条、第 15
条、第 27 条）、当事者の意思による帰化（旧国籍法第 5 条 5 号、第 7 条～第
17 条）、国籍の回復（旧国籍法第 25 条、第 26 条）の 3 種類に分けることが
できる。本論文の目的に照らして、ここでは身分行為または身分関係に基づ
く国籍取得、及び国籍の喪失について述べることとする21。先ず、身分行為
による国籍取得事由として、日本国民の妻になったこと（旧国籍法第 5 条 1
号）、日本国民の入夫になったこと（旧国籍法第 5 条 2 号）、日本国民である
父または母によって認知されたこと（旧国籍法第 5 条 3 号）、日本国民の養





法第 13 条、第 27 条）、未成年の子どもについては、その父または母が日本











21 帰化による国籍取得については、例えば、木棚・前掲（注 2）32〜33 頁を参照。 
22 木棚・前掲（注 2）33 頁。 






に―」法政論叢（日本法政学会）第 44 巻第 2 号（2008 年）1~12 頁、付月「無国籍者の発
生防止と権利保護に関する一考察」『亜細亜女性法学』（亜細亜女性法学研究所）第 9 号
〔人権 II〕（2006 年）223~261 頁を参照。 




国籍法第 20 条）、身分行為または身分関係による場合（旧国籍法第 18 条、








義務がない場合に限られ（旧国籍法第 24 条第 1 項）、また官吏になるために
は、日本国籍保持者である必要があったために、現に文武の官職に就いてい







せられたりするおそれがあった。そこで、1916（大正 5）年 3 月 15 日の法





 旧国籍法は、1899（明治 32）年勅令 289 号によって台湾において、また、
1924（大正 13）年 4 月 16 日の勅令第 88 号によって樺太においても施行さ
れることになった。しかし、朝鮮については、旧国籍法に準ずる内容の条理
と慣習によると考えられたため、施行されなかった27。 
旧国籍法について、日本政府が 1930（昭和 5）年に前述の 1930 年のハー
グ国籍条約及び「無国籍のある場合に関する議定書」という 2 つのハーグ条
 
26 黒木＝細川・前掲（注 3）264 頁。 







第 5 節 日本国憲法と 1950（昭和 25）年国籍法の制定 
1. 1950 年国籍法制定の趣旨 
 戦後、日本国憲法（以下、「憲法」という。）が 1946（昭和 21）年に制定














った30。新しい国籍法の法案は、1950（昭和 25）年 4 月 25 日に衆議院、翌
日の同年 4 月 26 日に参議院を通過した。この国籍法は、1950（昭和 25）年







28 木棚・前掲（注 2）36〜37 頁。 
29 旧国籍法の中には、戦後の新憲法及び改正民法の趣旨にそぐわない規定が含まれている
ことから、改正する必要があった。 

































31 木棚・前掲（注 2）38 頁。 
32 木棚・前掲（注 2）38 頁。父系血統主義の維持理由については、法務省民事局内法務研
究会編『改正国籍法・戸籍法の解説』金融財政事情研究会（1985 年）6〜7 頁を参照。 
33 これは、アメリカの国籍法に倣って追加した要件であった。木棚・前掲（注 2）38 頁。 
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届をしたとき（同法第 10 条）の 3 つが規定されている。②の日本国籍留保
届がないことによる国籍の喪失は、生地主義を採るすべての国で出生した日








 1950 年国籍法は、1952（昭和 27）年の省庁の組織改編に伴って、1952（昭
和 27）年の法律第 268 号によって「法務総裁」を「法務大臣」とする改正
が行われた。その後、次に述べる 1984（昭和 59）年の国籍法改正まで、実









34 木棚・前掲（注 2）39 頁。 
 57 
国民であるとき」（国籍法第 2 条第 3 号）、そして、「日本で生まれた場合に
おいて、父母がともに知れないとき、または国籍を有しないとき」（国籍法第
2 条第 4 号）に、日本国籍を取得すると定めた。 
 旧国籍法に代わって 1950 年国籍法を制定する際、上記の国籍法第 2 条第
4 号（制定当時）の内容についても議論がなされた。立法論として、できる
限り血統主義を維持しながら無国籍の発生防止をする策も考えられた。例え
ば、ドイツ国籍法（1913 年）第 4 条第 2 項では、「連邦の領土内で発見され
た子（棄児、Findelkind）は、反対の証明があるまで連邦国民の子と推定す
る」と規定されていた35。オランダ国籍法（1984 年法）第 3 条第 2 項、及び





















35 江川＝山田＝早田・前掲（注 7）77 頁。ドイツ国籍法における同規定は、1913 年 7 月
22 日の国籍法から維持されていたが、1999 年 7 月 15 日に改正された同法では、第 4 条第
3 項、第 4 項を追加して、正面から生地主義後が採り入れられている。木棚・前掲（注 2）
108 頁、186 頁、403～404 頁。 
36 江川＝山田＝早田・前掲（注 7）77 頁。 
37 江川＝山田＝早田・前掲（注 7）77 頁。 
38 江川＝山田＝早田・前掲（注 7）76 頁。 






第 6 節 女性差別撤廃条約と国籍法改正 
1. 国籍法改正の背景 
 1950 年国籍法は、1984（昭和 59）年 5 月 25 日の「国籍法及び戸籍法の
一部を改正する法律」（昭和 59 年法律第 45 号）によって改正された（以下、
「1984 年改正国籍法」という。）。1950 年国籍法の大幅改正についての直接
的契機となったのは、1979 年に国連で採択された女性差別撤廃条約に、日本
政府が 1980 年 7 月 17 日に署名したため、同条約の批准に備える必要があっ




















れている。田代有嗣『国籍法逐条解説』日本加除出版（1974 年）199 頁。 
41 黒木＝細川・前掲（注 3）269 頁を参照。 
42 木棚・前掲（注 2）40 頁。 
43 木棚・前掲（注 2）40 頁。 
44 黒木＝細川・前掲（注 3）269 頁を参照。 
45 木棚・前掲（注 2）40 頁。 
 59 
なったのである46。とりわけ、旧西ドイツのドイツ連邦憲法裁判所は、1974















和 56）年 12 月から、国籍法の改正の調査及び審議を開始した。そして、戸
籍法の改正に関する答申と合わせて、法務省は 1984（昭和 59）年 3 月 28
日に「国籍法及び戸籍法の一部を改正する法律案」を国会へ提出した。同法
案は、同年 4 月 25 日に衆議院、5 月 17 日に参議院において全会一致で可決
された51。こうして、1984（昭和 59）年の改正国籍法は、1985（昭和 60）
年 1 月 1 日に施行された。また、日本政府は、女性差別撤廃条約についても、
1985 年 6 月 24 日の国会承認を経て、翌日に批准書を寄託した後、同年 7 月




46 木棚・前掲（注 2）40 頁。 
47 木棚・前掲（注 2）40〜41 頁。同判決を紹介したものとして、澤木敬郎「国籍法上の父
系優先血統主義と両性平等〜ドイツ連邦憲法裁判所判決（翻訳）―」立教法学第 18 号（立




考察」・前掲（注 24）223〜261 頁を参照。 
49 例えば、土井たか子編『「国籍」を考える』時事通信社（1984 年）117〜119 頁を参照。  
50 木棚・前掲（注 2）40〜41 頁。 
51 木棚・前掲（注 2）40〜41 頁。 
 60 
2. 国籍法改正時における無国籍発生防止規定に関する議論 
 1950 年国籍法制定当時における第 2 条第 4 号の規定は、1984（昭和 59）
年の国籍法改正の際、次のように若干の文言を変えてはいるが、内容はその














条第 4 号（1984 年改正国籍法第 2 条第 3 号）の適用範囲を拡大させて、日
本で出生し、日本国籍を付与されなければ無国籍となる子のすべてについて、
日本国籍を出生により取得させる規定にすることが検討された52。 











52 江川＝山田＝早田・前掲（注 7）78 頁、木棚・前掲（注 2）108～109 頁。法務省民事
局内法務研究会編『改正国籍法・戸籍法の解説』金融財政事情研究会（1985 年）13 頁。 
53 法務省民事局内法務研究会編・前掲（注 52）12〜13 頁。 
54 木棚・前掲（注 2）108～109 頁。 





国籍法第 2 条第 1号の適用を受けずに出生により当然に日本国籍を取得でき
ないこととの均衡からみても、日本で出生しただけで当然に日本国籍を付与
することは適当でないことも理由とされていた57。 
このようにして、1950 年国籍法の第 2 条第 4 号の改正は見送られ、その
代わりに、日本で出生した無国籍の子どもがより容易に日本国籍を取得でき












籍法第 2 条第 1 号）との規定から、「出生の時に父又は母が日本国民である
とき。」（1984 年改正国籍法（以下、単に「国籍法」という。）第 2 条第 1 号）
に改正したのである。これは、女性差別撤廃条約における国籍に関する権利
の平等に応え、両性の平等を徹底するためになされた改正であった。この国
籍法第 2 条第 1 号の改正にともなって、その経過措置として、日本国民を母
として生まれた者で、改正国籍法が施行された 1985（昭和 60）年 1 月 1 日
当時満 20 歳未満である者に限って、一定の要件のもと、法務大臣への届出
によって日本国籍を認めることとしたのである（国籍法附則第 5 条）。 
次に、日本人の配偶者である外国人の帰化についても、男女による差別を
撤廃し平等なものとする（国籍法第 7 条）とともに、生計要件（国籍法第 5
 
56 木棚・前掲（注 2）109 頁。 
57 法務省民事局内法務研究会編・前掲（注 52）13 頁。 
58 法務省民事局内法務研究会編・前掲（注 52）13 頁。 
59 1984 年の国籍法改正について、池原季雄「国籍法改正の三つのポイント」ジュリスト第
823 号（1984 年）30〜34 頁、木棚照一「国籍法の改正〜国籍法はどの程度『国際化』さ
れたか」法学セミナー第 359 号（1984 年）、58〜65 頁を参照。 
 62 
条第 4 号）や重国籍防止の要件（国籍法第 5 条第 2 項）など、帰化要件を緩
和した。そして、国籍取得の原因として、出生による場合、帰化による場合
のほかに、新たに届出による場合を加えた。届出による国籍取得は、準正に
基づく場合（国籍法第 3 条）、国籍の再取得の場合（国籍法第 17 条）、経過
措置に基づく場合（国籍法附則第 5 条）である。 
 さらに、上記の改正によって増えると予想される重国籍を防止ないし解消






第 1 項）、②外国国籍の選択による日本国籍の喪失（国籍法第 11 条第 2 項）、
③国籍留保の意思表示を行わなかったことによる日本国籍の喪失（国籍法第
12 条）、④国籍離脱による日本国籍の喪失（国籍法第 13 条）、⑤法務大臣の
国籍選択の催告を受けてから 1 カ月以内に日本国籍を選択しなかったことに
よる日本国籍の喪失（国籍法第 15 条第 3 項）、⑥日本国籍の選択宣言をした
が、外国の国籍を失っていない者が、自己の志望により外国の公務員の職に
就任し、その就任が日本国籍選択の趣旨に著しく反することによる日本国籍
の喪失（国籍法第 16 条第 2 項～同条第 5 項）である61。 
 その後、1984 年改正国籍法は、1993（平成 5）年に「行政手続法の施行に
伴う関係法律の整備に関する法律」（平成 5 年法律第 89 号）によって、上記
⑥の日本国籍の喪失にかかる者に対する聴聞手続（国籍法第 16 条第 3 項）
について一部改正された62。これは、1993（平成 5）年 11 月 12 日の行政手
続法（平成 5 年法律第 88 号）により、聴聞に関する手続きが規定されたこ
と（国籍法第 15 条～第 28 条）との関連でなされた改正であった。その後、





60 木棚・前掲（注 2）42 頁。 
61 木棚・前掲（注 2）43〜46 頁に、これら日本国籍の喪失について、分かりやすく図示し
て説明されている。 







（国籍法第 2 条第 1 号）。しかし、血統主義を貫くと無国籍が生じる可能性
が高くなる。そこで、国籍法第 2 条第 3 号では、子が「日本で生まれた場合
において、父母がともに知れないとき、又は国籍を有しないとき」にも、出















(1) 国籍法第 8 条第 4 号の簡易帰化の新設 









のである。この国籍法第 8 条第 4 号は、国籍の消極的抵触の解消を促す目的
 64 
で、新設された規定であり、日本で出生し日本国籍を取得しなければ無国籍





ちなみに、簡易帰化については、国籍法第 6 条及び第 7 条においても規定
されている。国籍法第 6 条では、日本国民であった者の子で引き続き 3 年以
上日本に住所または居所を有するもの（国籍法第 6 条第 1 号）、及び日本で
生まれた者で引き続き 3 年以上日本に住所もしくは居所を有し、またはその
父もしくは母が日本で生まれたもの（国籍法第 6 条第 2 号）について、国籍
法第 5 条第 1項第 1号に規定されている 5 年間の居住要件が緩和されている。
また、国籍法第 7 条では、日本国民の配偶者である外国人で引き続き 3 年以
上日本に住所または居所を有し、かつ現に日本に住所を有するものついては、
5 年間の居住要件（国籍法第 5 条第 1 項第 1 号）及び 20 歳以上の能力要件
（国籍法第 5 条第 1 項第 2 号）が緩和され、これらの要件を備えなくても、
法務大臣は帰化を許可することができる。 
日本で生まれた無国籍者を含む国籍法第 8 条に規定されている簡易帰化の
適用対象者は、上記の国籍法第 6 条及び第 7 条に基づく簡易帰化の対象者に
比べて、より日本と密接な血縁または地縁関係をもつ者であるから、国籍法




(2) 国籍法第 8 条第 4 号の特質 
 1984 年改正国籍法第 8 条第 4 号に規定されている簡易帰化は、既述の如
く、日本で生まれた無国籍者をできるだけ減少させることをその立法趣旨と
して掲げている規定であるため、無国籍者の問題解決に向けた重要な条項と
して評価できる。もっとも、国籍法第 8 条第 4 号に規定されている帰化要件
の緩和による簡易帰化は、出生時における日本国籍を認めるものではない。
 
63 木棚・前掲（注 2）323～324 頁。 
64 それまで、日本で生まれた無国籍者は、日本人との身分関係が生じた場合を除いて、一
般の外国人と同様に能力要件を満たさない限り帰化許可を得ることができず、また、成年
前に日本国籍を取得することができなかった。黒木＝細川・前掲（注 3）350 頁。 




2 条第 3 号にかかる議論、すなわち、日本で生まれた無国籍者のうち、国籍
法第 2 条第 3 号に該当しない者については、日本国籍を生来的に付与するの
ではなく、緩和した要件の下で帰化によって日本国籍を取得させればよいと
の議論からも明白である。このように、国籍法第 8 条第 4 号は、国籍法第 2
条第 3 号の代替的機能は期待できるかもしれないが、少なくとも 3 年間は無
国籍でなければならないという点において、無国籍の発生防止という観点か
らは不完全であるとの指摘がなされている66。 
 さらに、国籍法第 8 条第 4 号における簡易帰化を含めて、帰化の許可はあ
くまでも法務大臣の自由裁量行為である67ため、帰化要件を満たしたからと
いって必ず許可されるとは限らない。その意味では、国籍法第 8 条第 4 号の
規定が新設されたからといって、無国籍の発生防止の観点からすれば、1984
（昭和 59）年改正の際に議論された国籍法第 2 条第 3 号に関する改正の必要
性は、その後も抜本的に解決されることなく、今日に至っていることになる。 
 
第 7 節 最高裁大法廷違憲判決と国籍法改正 
1. 国籍法改正の背景 
(1) 日本人を親とする嫡出子の日本国籍取得（国籍法第 2 条第 1 号） 
日本の国籍法は、血統主義を採っており、「出生の時に父又は母が日本国民









所（2015 年）56 頁。 
67 木棚・前掲（注 2）234 頁。 





第 3 号）。 
 66 





























法第 12 条）。国籍留保の届出については、戸籍法第 104 条によって定められている。 
70 民法第 772 条は「嫡出の推定」について、「妻が婚姻中に懐胎した子は、夫の子と推定
する。」（同条第 1 項）とし、また、「婚姻の成立の日から 200 日を経過した後又は婚姻
の解消若しくは取消しの日から 300 日以内に生まれた子は、婚姻中に懐胎したものと推定
する。」（同条第 2 項）と規定している。 
71 最高裁判所 1962 年（昭和 37 年）4 月 27 日判決・民集第 16 巻 7 号 1247 頁。 







ことができる（民法第 779 条、第 784 条）。したがって、当該子が日本国籍
を生来的に取得するためには、国籍法第 2 条第 1 項の要件、すなわち、「出
生の時に父又は母が日本国民である」ことを立証する必要がある。そのため





















73 民法第 783 条 1 項は胎児の認知について、「父は、胎内に在る子でも、認知することが
できる。この場合においては、母の承諾を得なければならない。」と規定されている。 










 そこで、日本人父とフィリピン人母の間に生まれた JFC の子らが原告とな







 2008（平成 20）年 6 月 4 日、 最高裁大法廷にて国籍法第 3 条 1 項を問題
とした 2 件の事案に判決が出された。両事案ともに、日本国籍をもたない母
から生まれ、出生後に日本人国籍をもつ父から認知を受けた子の日本国籍取
得の有無を問う事案であり、国籍法第 3 条 1 項が父母の婚姻により嫡出子の


















の発生防止と権利保護に関する一考察」・前掲（注 24）223〜261 頁を参照。 
76 最高裁判所大法廷平成 20 年 6 月 4 日判決・民集 62 巻 6 号 1367 頁。 
77 最高裁判所大法廷平成 20 年 6 月 4 日判決・裁判集民 228 号 101 頁。同様な事件として、
最高裁判所第二小法廷平成 14 年 11 月 22 日判決・判例時報 1808 号 55 頁がある。この判
決では、原告の主張は認められていないが、梶谷玄、滝井繁男裁判官の補足意見のなかで、




















が生じることを勘案し、このような区別は憲法 14 条 1 項の認める合理的な
区別を逸脱するとして、国籍法第 3 条 1 項のうち準正要件を定める部分のみ
を違憲無効と解し、原告子らの確認請求を認めた。 
 控訴審80は、国籍法第 3 条第 1 項は、父のみが日本人であった場合の子の
国籍取得に関しては、非嫡出子を含まないものとして成立したのであるから、
第一審のように同項の「父母の婚姻」及び「嫡出子たる身分の取得」の要件









号（2009 年）26 頁を参照。 
79 東京地裁平成 18 年 3 月 29 日判決・判例時報 1932 号 51 頁。 
80 東京高裁平成 19 年 2 月 27 日判決・裁判所ウェブサイト。 
 70 
(2) 判決要旨 








者との国籍取得における区別が、憲法 14 条第 1 項が規定するところの差別
に当たらない程度の「事柄の性質に即応した合理的な根拠」を有するかが問
題となる。 





































以上によれば、国籍法第 3 条 1 項規定が生じさせる本件区別は、「事柄の性
質に即応した合理的な根拠に基づくものでない限り、法的な差別的取扱いを
禁止」している憲法第 14 条が定めるところの「法の下の平等」原則に違反
し、もって国籍法第 3 条 1 項が父母の婚姻により嫡出子たる身分を取得する





3. 国籍法第 3 条第 1 項の改正と無国籍発生防止の観点からみる意義 
この最高裁の判決を受ける形で、2008（平成 20）年 12 月 12 日に国籍法
第 3 条第 1 項が改正され、改正法は 2009（平成 21）年 1 月 1 日に施行され






日本の国籍を取得する。」と規定している（第 2 項）。 
 




になった。この国籍法改正によって、2012 年（平成 24 年）2 月 29 日現在ま























82 国籍取得届出の受付者数 3,643 名の内訳は、父母が婚姻している子が 1,559 名、父母が
婚姻していない子が 1,865 名、2008（平成 20）年法律第 88 号の附則第 4 条に設けられた
経過措置による届出が 215 名、その他 4 名であった。そのうち、国籍取得証明書の発行者
数 3,241 名の内訳は、父母が婚姻している子が 1,413 名、父母が婚姻していない子が 1,667
名、経過措置として設けられた附則第 4 条による届出が 158 名、その他 3 名であった。そ
して、国籍取得届出の受付をされたが、しかし、要件を満たさないため不受理とされた 54
件の内訳は、父母が婚姻している子が 20 名、父母が婚姻していない子が 27 名、経過措置
として設けられた附則第 4 条による届出が 6 名、その他 1 名であった。さらに、348 名の
国籍取得届出については、審査中であった。法務省民事局「改正国籍法に伴う国籍取得届
の状況（平成 21 年 1 月 1 日施行）〔http://www.moj.go.jp/MINJI/MINJI41/minji174.html〕
2012 年 5 月 1 日閲覧。 
83 木棚・前掲（注 2）185 頁。 





2 条第 1 号）。しかし、血統主義を貫くと無国籍が生じる可能性が高くなる。
そのため、国籍法第 2 条は、子が「日本で生まれた場合において、父母がと
もに知れないとき、又は国籍を有しないとき」にも、子は日本国民とすると






このように、国籍法第 2 条第 3号の立法趣旨は、日本で生まれた子のうち、
無国籍となる場合をできるだけ防止しようとすることにある。しかし、この




て、国籍法第 2 条第 3 号前段の「父母がともに知れないとき」に関する解釈
が示されてからも、実際にはその適用対象が限定的であることが指摘されて




その必要性は、本章第 6 節でみたように、国籍法第 2 条第 3 号の改正に代
えて、1984 年の国籍法改正で新設された国籍法第 8 条第 4 号の簡易帰化が
制度化されたからといって減じられるものではない。なせならば、国籍法第
2 条第 3 号後段の「父母がともに国籍を有しないとき」と同様に、国籍法第
8 条第 4 号の「出生の時から国籍を有しない者」についても、国籍を有しな
いことを証明する必要があるからである。また、本章第 7 節でみたように、
2008（平成 20）年の国籍法第 3 条第 1 項の改正は、日本人父の胎児認知と
 
認める立法として、1973 年のフランス国籍法第 21 条の 1、第 22 条、1992 年のイタリア
国籍法第 1 条、1984 年のベルギー国籍法第 10 条が挙げられている。また、自国の領土内
で生まれたか、あるいは発見された子は自国民の子と推定する立法として、1913 年のドイ
ツ国籍法第 4 条第 2 項、1965 年のオーストリア国籍法第 8 条第 1 項、1984 年のオランダ





すなわち届出による日本国籍の生後取得が法制化され（国籍法第 3 条第 1項）、
また、出生の時から国籍を有しない場合には、簡易帰化によって日本国籍を






籍の生来取得を可能とする国籍法第 2 条第 3号の適用対象を拡大する法改正
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第 3 章 日本で生まれた子どもの国籍 



































































親の本国法を決定するためには（本章第 3 節 2 の国際私法の記述参照）、先ず親の国籍が
確認されなければならないことになる。 





国籍の父と無国籍の母である（図 1 参照）。 
 このうち、①から⑤までの 5 つの組み合わせの父母から生まれた子は、出
生のときに父または母が日本国籍の場合に該当するため、国籍法第 2 条第 1
号によって、日本国籍を出生により取得する。また、⑨の無国籍の父母から
生まれた子については、そのままでは無国籍となるところ、無国籍発生の防
止を目的とする国籍法第 2 条第 3 号によって、日本国籍を出生により取得す











図 1：日本で生まれた子どもの父母の国籍類型（筆者作成）  
































3 資料：「出生による国籍取得に関する各国国籍法制一覧」『戸籍実務六法〔平成 27 年版〕』
日本加除出版（2014 年）1474～1488 頁でみる限り、母系血統主義を原則として採用して
いる国は見当たらない。 
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る日本国籍の取得（国籍法第 2 条第 1 号、第 2 号）、生地主義による日本国
籍の取得（国籍法第 2 条第 3 号）、届出による日本国籍の取得（国籍法第 3
条）、帰化条件に関する能力（国籍法第 5 条第 2 号）、帰化条件に関する婚姻
















木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）110〜111 頁。 
5 江川英文＝山田鐐一＝早田芳郎『国籍法〔第 3 版〕』有斐閣（1997 年）63～64 頁。 
6 ある法律関係につき、関連する複数の国の法律のうち、どの国の法律を適用すべきかを
規律する法体系のこと。 
7 木棚・前掲（注４）111 頁を参照。 
8 現行の通則法（法の適用に関する通則法、平成 18 年 6 月 21 日法律第 78 号）が施行さ
れる以前では、法例（明治 31 年 6 月 21 日法律第 10 号）が日本における主な国際私法の
法源であった。1898（明治 31）年当時の法例によると、例えば、嫡出親子関係の成立につ










 通則法第 3 章「準拠法に関する通則」は、第 5 節「親族」において、嫡出
子の親子関係の成立について定めている。すなわち、「夫婦の一方の本国法で
子の出生の当時におけるものにより子が嫡出となるべきときは、その子は、
嫡出である子とする。」（通則法第 28 条第 1 項）。また、「夫が子の出生前に
死亡したときは、その死亡の当時における夫の本国法を前項の夫の本国法と
















を国際私法にも反映させるべく、1989（平成元）年に改正された法例（平成元年 6 月 28
日法律第 27 号による改正）では、段階的連結方法が適用されるようになった。木棚・前掲
（注 4）110 頁。 
9 木棚・前掲（注 4） 110 頁。 
10 木棚・前掲（注 4）113 頁。 
11 江川＝山田＝早田・前掲（注 5）63～64 頁。 
12 櫻田嘉章『国際私法〔第 6 版〕』有斐閣（2012 年）306 頁。 
13 櫻田・前掲（注 12）306 頁。 
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仮に日本で婚姻する場合、日本における国際私法の主な法源である通則法が
適用される。「婚姻の成立は、各当事者につき、その本国法による。」と規定
されている（通則法第 24 条第 1 項）。これは、婚姻の実質的要件について、
各当事者の国籍国の法律にしたがうことを意味する。例えば、婚姻適齢につ
いて、日本では男性は満 18 歳、女性は満 16 歳（民法第 731 条）であるのに
対して、韓国では男女とも満 18 歳（大韓民国民法第 807 条）である。例え











（通則法第 24 条第 3 項但書、日本人条項）。 
 他方、嫡出子でない親子関係の成立の準拠法指定等については、通則法第


















 日本の国籍法第 2 条第 1 号または同条第 2 号に基づいて日本国籍を取得す
るための要件、すなわち、子の「出生の時に父又は母が日本国民であるとき」
との要件を満たすためには、親族法上の母子関係または父子関係があれば足


















 これに対し、非嫡出子の親子関係については、民法第 779 条は、「嫡出で
ない子は、その父又は母がこれを認知することができる。」と規定しており、
 
14 木棚・前掲（注 4）129 頁において、通則法が制定される以前の法例第 18 条第 1 項から
第 3 項についての説明を参照。 
15 木棚・前掲（注 4）109 頁。 
16 木棚・前掲（注 4）109 頁では、田代有嗣『国籍法逐条解説』日本加除出版（1974 年）
78〜79 頁の見解が紹介されている。 
17 木棚・前掲（注 4）109 頁。 
18 木棚・前掲（注 4）109 頁。江川＝山田＝早田・前掲（注 5）63 頁においても、国籍法




























子の出生当時の父の本国法によるものとされ（改正法例第 18 条第 1 項前段）、





19 最高裁 1962（昭和 37）年 4 月 27 日判決・民集 16 巻 7 号 1247 頁。 
20 木棚・前掲（注 4）128 頁。 
21 木棚・前掲（注 4）128〜129 頁によると、1987 年のフィリピン家族法第 165 条では、





22 木棚・前掲（注 4）210 頁において、母子関係についても認知を要する国としてフラン
ス、イタリア、ベルギー、オランダ等が挙げられている。 













き、子は出生により日本国籍を取得する（国籍法第 2 条第 1 号）。また、子
の出生前に父が死亡した場合については、父が死亡の時に日本国民であった
ときにも、当該子は出生により日本国籍を取得する（国籍法第 2 条第 2 号）。





時ではなく、届出の時に日本国籍を取得する（国籍法第 3 条第 2 項）。 
以下では、血統主義に基づいて日本国民である親から日本国籍を受け継ぐ
場合について、上記の国籍法第 2 条第 1 号に基づいて日本国籍を出生により
取得するときと、国籍法第 3 条第 1 項に基づいて日本国籍を届出により取得
するときに分けて概観することとする。 
 
2. 出生による日本国籍の取得（国籍法第 2 条第 1 号） 





23 木棚・前掲（注 4）174 頁以下参照。 
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のうち、「母」については、分娩により、親子関係が成立するとされている24。
































24 最高裁 1962（昭和 37）年 4 月 27 日判決・民集 16 巻 7 号 1247 頁。 
25 木棚・前掲（注 4）174 頁以下参照。 
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(2) 日本人の母をもつ非嫡出子 
 婚姻していないカップルから生まれた非嫡出子のうち、子の出生時に母が




について、i) 子を胎児認知する、ii) 子を生後認知する、iii) 子を認知しな
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26 木棚・前掲（注 4）119 頁において、三井哲夫「国籍付与の要件としての親子関係と法
の抵触に関する若干の問題について」民事月報 24 巻 4 号 44 頁の議論が紹介されている。 
27 木棚・前掲（注 4）120 頁。  
28 木棚・前掲（注 4）120 頁。 
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ら胎児認知を受けた場合、父子関係が子の出生時に形成されることになる。
そこで、日本人父から胎児認知され、外国人母から生まれた子は、出生時に










2 条第 1 号に基づいて日本国籍の取得を認めた裁判例である。この場合、現





















29 「通達・回答 戸籍：平成 24.11.8 民一 3037 回答」民事月報 68 巻 5 号（2013 年）参
照。 
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(4) 小括 












    （筆者作成） 
 
3．届出による日本国籍の取得 
(1) 届出による日本国籍取得の要件（国籍法第 3 条第 1 項） 
国籍法第 3 条第 1 項は、「父又は母が認知した子で 20 歳未満のもの（日本




本の国籍を取得することができる。」とし、国籍法第 3 条第 2 項は、「前項の
規定による届出をした者は、その届出の時に日本の国籍を取得する。」と規定








権利として日本国籍を取得できる。しかし、国籍法第 2 条第 1 号とは異なり、
日本人の父または母から認知された子は日本国籍を生来取得するのではなく、
届出時に取得するにとどまる（国籍法第 3 条第 2 項）。また、国籍法第 3 条
による国籍取得は、出生後から 20 歳未満の者に限定される。さらには、国
籍法第 3 条に基づく日本国籍の取得は、国籍法第 3 条第 1 項に規定されてい
る実質的な要件を満たせば自動的に日本国籍となるのではなく、手続として
届け出ることによってはじめて日本国籍を取得できる（国籍法第 3 条第 2 項）。
したがって、国籍法第 3 条第 1 項に定められている要件を満たす者であって












考えられるが、当該子については国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍を
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生来的に取得すると思われる。ただし、例えば、棄児と思われている子につ
いて、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍を認めて戸籍を編製しようと
している間に、日本人母が現れた場合、当該子は日本人母から生後認知を受
けることも考えられる。 
 国籍法第 3 条第 1 項に基づいて日本国籍を取得した者の人数については、
法務省の統計によると、2009（平成 21）年 1 月 1 日施行から 2014（平成 26）
年 12 月 27 日現在まで、国籍取得届の受理者数は合計で 5,695 人である30。
各年における受付者数、すなわち国籍法第 3 条及び附則による経過措置31に
基づいて日本国籍を届け出た者の数は、1,221 人（2009 年）、1,208 人（2010
年）、1,130 人（2011 年）、796 人（2012 年）、841 人（2013 年）、833 人（2014
年）である。それに対する各年における受理者数は、933 人（2009 年）、1,149
人（2010 年）、988 人（2011 年）、936 人（2012 年）、803 人（2013 年）、
886 人（2014 年）となっている〔表 1 参照〕。 
 




国籍法第 3 条 経過措置 
2009 年 1,178 43 933 11 
2010 年 1,164 44 1,149 21 
2011 年 1,063 67 988 13 
2012 年 729 67 936 25 
2013 年 836 5 803 15 
2014 年 827 6 886 18 
 出典：法務省ウェブサイトより、筆者作成。 
  注）：「受付者数」−（「受理者数」＋「不受理者数」）＝審査中。 
 
 このように、日本人父により生後認知された子のうち、年間約 800 人か
ら 1,000 人の子が国籍法第 3 条及びその経過措置により日本国籍を認められ
ているのである。これらの者は、第 2 章で紹介した最高裁国籍法違憲判決を
機とした 2008（平成 20）年の改正国籍法が施行される 2009（平成 21）年 1
月 1 日より以前であれば、外国人または無国籍者として取り扱われていたグ
 
30 法務省「改正国籍法に伴う国籍取得届の状況（平成 21 年 1 月 1 日施行）、法務省ウェ
ブサイト[http://www.moj.go.jp/MINJI/MINJI41/minji174.html]、2015 年 10 月 6 日最終
確認。 
31 「経過措置」とは、2008（平成 20）年法律第 88 号の附則による経過措置をいう。 






















































































































































資料：「出生による国籍取得に関する各国国籍法制一覧」・前掲（注 3 ）1474〜1488 頁
による。 



































36 ガイアナ協同共和国憲法第 44 条については、下記参照。The Constitute Project 
[https://www.constituteproject.org/constitution/Guyana_1995?lang=en]2016年 1月 1 日
最終確認。 
























37 Burma Citizenship Law, 15 October 1982, available at: 
[http://www.refworld.org/docid/3ae6b4f71b.html], accessed on 15 October 2015. なお、
ミャンマー連邦共和国は、1989 年に国名の英語表記を“Burma”（略称。公式の英語表記は
“Socialist Republic of the Union of Burma”であった。）から“Myanmar”（略称。公式の




38 1982 年のビルマ市民権法第 5 条の英語訳は、以下の通りである。 
Article 5. Every national and every person born of parents, both of whom are nationals 
are citizens by birth. Burma Citizenship Law, 15 October 1982, available at: 
[http://www.refworld.org/docid/3ae6b4f71b.html], accessed 15 October 2015.  
39 1982 年のビルマ市民権法では、国民を「正規国民」（Citizen）、「準国民」（Associate 






































40 資料：「出生による国籍取得に関する各国国籍法制一覧」・前掲（注 3 ）1486 頁にお
いても、この旨紹介されている。 
41 平成 23 年 7 月 27 日付け法務省民一第 1780 号民事局民事第一課長回答、法曹時報第 66
巻第 1 号（2014 年）130〜142 頁。 
42 ポルトガル共和国憲法（1981 年 10 月 3 日、1994 年 8 月 19 日改正）第 1 条。資料：「出
生による国籍取得に関する各国国籍法制一覧」前掲（注 3 ）1486 頁。 






第 2 条第 3 号の解釈により日本国籍を取得すると考えられる。また、上記④
については、父と母が不明であることから、子は親から国籍を継承できずに
無国籍となる。日本で生まれた子で、この④に相当するパターンについては、


























43 奥田安弘『家族と国籍』〔補訂版〕有斐閣（2003 年）111〜126 頁。 
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お、国籍法第 2 条第 3 号によって日本で生まれた子どもが無国籍となること
なく日本国籍を取得させるためには、父母がともに「知れない」または「国
籍を有しない」との要件が満たされることが必要となる。それはどのような
状況を指すのかという解釈の問題、そして、この国籍法第 2 条第 3 号の規定
はどのように適用されて日本で生まれた無国籍を防止するために役に立って
いるかという適用の問題については、それぞれ第 4 章及び第 5 章において、














44 日本における無国籍の発生防止のための国籍法第 2 条第 3 号の解釈論および立法論の課
題について、ヨーロッパ諸国の国籍立法を踏まえて検討した奥田安弘教授の先行研究があ
る。たとえば、奥田安弘「国籍法二条三号について（上）（中）（下）」戸籍時報 432 号
〜434 号（1994 年）、奥田安弘『国籍法と国際親子法』（2004 年）99〜180 頁。 
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付与するとの補充的血統主義を採っている（国籍法（1936 年 11 月 8 日）第 2 条、第 3 条、
第 4 条、第 5 条））。資料：「出生による国籍取得に関する各国国籍法制一覧」・前掲（注
3 ）1475 頁。 





















46 パラグアイ憲法第 146 条では、パラグアイ国籍をもつ者として、先ず、「本共和国の領
土において生まれた者」（同条第 1 号）と規定している。 






供、[http://www.embapar.jp/ja/sc/menores/nacimineto/]、2015 年 7 月 27 日最終確認。 
49 パラグアイの法律第 582/95 号では、以下に述べる通り、憲法第 146 条第 3 号の施行規
則が定められている。すなわち、「a) 海外で生まれたパラグアイ人の母又は父の子で、本








[http://www.embapar.jp/ja/sc/menores/nacionalidad-paraguaya/]、2015 年 7 月 27 日最終
確認。 
50 2015 年 3 月 31 日、駐日パラグアイ共和国大使館での聞取りによる。 































の親にともなって、2015 年 3 月 31 日まで発行されていたいわゆる親子パスポート、すな
わち、パラグアイ国籍の親の旅券に子の写真と名前等の身分事項が記載された旅券を用い
て、パラグアイに渡航することが可能であった。このことも、パラグアイ国籍を取得して




年）112 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 5）71 頁。 
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みたことになる。 
 



























1946（昭和 21）年 6 月に「在日外国人に関する極東委政策決定」として採
択された「基本指令」第 8 項によると、台湾系中国人（Formosan-Chinese）
及び朝鮮人（Koreans）に関しては、当該指令の中の日本人（ the term 
‘Japanese’ as used in this directive）に含まれず、「軍事上の安全の許すか





























53 大沼保昭『新版 単一民族社会の神話を超えて』東信堂（1993 年）34 頁。 
54 第 2 次世界大戦におけるアメリカ合衆国をはじめとする連合国諸国と日本国との間の戦
争状態を終結させるために締結された平和条約である。1951（昭和 26）年 9 月 8 日、サン
フランシスコで署名された後、国会による承認、内閣による批准、そして、天皇による批
准書の認証を経て、1952（昭和 27）年 4 月 28 日に天皇により公布されて発効した。この
平和条約によって、連合国から日本の主権が承認されたと同時に、日本の国境や外国人の
出入国を管理する権限も回復された。 
55 日本国との平和条約第 2 条 a 項では、「日本国は、朝鮮の独立を承認して、……朝鮮に
対するすべての権利、権原及び請求権を放棄する」と規定されている。 
56 外国人登録法（昭和 27 年法律第 125 号）は、それまでの出入国管理令に代わって公布
された法律である。 
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(2) 朝鮮半島出身者の国籍（いわゆる「在日朝鮮人」または「在日コリアン」） 
 終戦当時、日本には約 200 万人の朝鮮人が在留していた。これらの者は、
戦時態勢の進展にともなって日本内地での国民動員計画によって集められた







 在日朝鮮半島出身者の国籍については、日韓会談が 1951（昭和 26）年秋
から開かれ、在日朝鮮人の国籍・処遇に関する会談が行われたが、平和条約
が発効する 1952（昭和 27）年 4 月に中絶状態に陥ってしまった59。 















57 法務省入国管理局『出入国管理とその実態 昭和 34 年 5 月』（1959 年）11 頁。 
58 法務省入国管理局・前掲（注 57）13 頁。 





入国管理局『出入国管理とその実態 昭和 46 年版』（1971 年）92 頁。 
  108 
外国人にさせていることには変わりはない。 
































61 法務省入国管理局・前掲（注 57）16〜17 頁。 
62 法務省入国管理局・前掲（注 57）16〜17 頁。 
63 もりき和美『国籍のありか：ボーダレス時代の人権とは』明石書店（1995 年）79 頁。 






























64 法務省入国管理局・前掲（注 57）16〜17 頁。 
65 もりき・前掲（注 63）81 頁。 
66 韓国では、1948 年 5 月 11 日に国籍に関する臨時条例が施行され、その後、1948 年 12





ける「日本からの視座」、2015 年 5 月 23 日、国際基督教大学。 

































旅券が発行されることになる。もりき・前掲（注 63）81 頁、84 頁。 
70 陳天璽『無国籍』新潮社（2005 年）22〜23 頁、161 頁。 
71 吹浦忠正『難民：世界と日本』日本教育新聞社（1989 年）269 頁。 



























72 Arrangement of 5 July 1922 with regard to the Issue of Certification of Identity to 
Russian Refugees, League of Nations, Treaty Series Vol. XIII No. 355.  
73 陳・前掲（注 70） 163 頁。 
74 日本におけるインドシナ難民とは、インドシナ三国（ベトナム、ラオス、カンボジア）
から政変を逃れて難民となって周辺諸国に流出した者等のうち、日本に定住が許可された
者をいう。法務省入国管理局編『平成 17 年版出入国管理』（2005 年）80 頁。 
75 法務省入国管理局・前掲（注 74）80 頁。 
76 例えば、ベトナム難民 2 世の無国籍者の例について書かれている陳・前掲（注 70） 165
頁を参照。 
77 難民申請をした者に対して、難民としては認定されていないが、人道上の保護が必要と
考えられた場合、在留特別許可（入管法第 61 条の 2 の 2、50 条）等を認められる者もい
る。これらの者についても、実際に出身国からの保護が受けられなければ、無国籍状態に
あるということになる。 
78 陳・前掲（注 70）164 頁。 




















法第 2 章「市民権（国籍）」第 3 条において、「国家の領土に居住しているカ
チン、カヤ、カレン、チン、ビルマ、モン、ラカイン、もしくはシャン及び





79 難民については、1951 年に採択された「難民の地位に関する条約」及び 1967 年に採択
された「難民の地位に関する議定書」に基づいて保護される場合、難民以外の無国籍者を
想定している 1954 年の「無国籍者の地位に関する条約」の適用から除かれている（1954








hts_denied.pdf], last accessed on 2 January 2016. 
83 Burma Citizenship Law, supra note 37. 































84 Ministry of Hotel and Tourism, available at: 
[http://www.myanmar.gov.mm/ministry/hotel/fact/race/htm], accessed on 19 November 
2008. 
85 2015 年 10 月 18 日に S 氏に実施したインタビューによる。 
86 木棚・前掲（注 4）186 頁。 

































87 陳・前掲（注 70）159〜160 頁、奥田・前掲（注 43）126〜130 頁、136〜138 頁。 
88 奥田・前掲（注 43）135〜138 頁。 
89 木棚・前掲（注 4）186 頁。 
90 奥田・前掲（注 43）170 頁。 







国籍を生来取得できるとする国籍法第 2 条第 3 号に関する学説・判例、特に
「父母がともに知れないとき」を中心に詳細に検討する。その上で、公表判
例の見当たらない国籍法第 2 条第 3 号の父母がともに「国籍を有しないとき」
に関しては、第 5 章で学説及び行政実務の取扱いについて概観する。また、
それとの関係で、第 2 章でも紹介したように、国籍法第 2 条第 3 号の適用対
象を拡大する法改正の代わりに、1984（昭和 59）年の国籍法改正の際、新
たに新設された国籍法第 8 条第 4 号にいう「出生の時から国籍を有しない者」
についても検討することとする。 
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図 5：日本で生れた子どもの国籍（筆者作成） 
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第 4 章 補充的生地主義による無国籍の発生防止 












となるパターンについてのみ、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍を取
得させていることが確認された。すなわち、国籍法第 2 条第 3 号は、「日本
で生まれた場合において、父母がともに知れないとき、又は国籍を有しない
とき」に子を日本国民とすると規定することで、これに該当する子が無国籍
となることの防止を図っている。そこで本章では、この国籍法第 2 条第 3 号
がいかなる場合に適用されるのかについて、当該条文の解釈にかかる学説と
判例の検討を通して考察する。 











そして、国籍法第 8 条第 4 号が規定する簡易帰化の適用該当者についても無
国籍認定が前提とされていることから、両認定を日本における無国籍の発生
防止および削減のための無国籍認定と位置づけ、次章でまとめて検討する。
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その際に、本章における国籍法第 2 条第 3 号前段の解釈に関する議論が参考
になると考える。 
 
第 2 節 無国籍の発生防止のための補充的生地主義（国籍法第 2 条第 3 号） 
1. 無国籍の発生防止に関する立法政策 
 既述の如く、日本では 1899（明治 32）年に初めて国籍法（旧国籍法）を
立法して以来、血統主義を原則としつつ、無国籍の発生を防止するために補











 他方、国籍法第 2 条第 3 号では防止できずに生じた無国籍者へ対応するも
のとして、1984（昭和 59）年の国籍法改正によって新たに設けられた国籍
法第 8 条第 4 号が挙げられる。同号はそのような無国籍者が帰化によって日
本国籍を取得し得ることを定める。第 2 章にて述べたところと合わせ、日本
における無国籍の発生防止ないし削減に関する立法政策はこのように、国籍
法第 2 条第 3 号が補充的生地主義に基づく日本国籍の生来取得によって無国






『国籍法と国際親子法』有斐閣（2004 年）99〜180 頁を参照。 
2 日本における無国籍の発生防止のための立法論については、奥田安弘「国籍法二条三号
について（上）（中）（下）」戸籍時報 432 号（1994 年）11〜22 頁、433 号（1994 年）
33〜40 頁、434 号（1994 年）38〜49 頁、奥田安弘「（一）国籍法二条三号にいう『父母
がともに知れないとき』の意義 （二）国籍法二条三号にいう『父母がともに知れないと
き』に当たることの立証－置き去り男児国籍確認請求事件上告審判決」判例時報 1534 号
（1995 年）171〜175 頁を参照。 
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るものであって、 よって国籍法第 2 条第 3 号の及ばない無国籍者の国籍取
得を完全に補充するものとは言えない。この点における無国籍者の不利益に
関しては、無国籍認定の重要性に関連させて第 5 章にて詳述することとし、














主義にしたがった国籍法第 2 条第 3 号の適切な適用に関する議論、およびそ
のための法文解釈に関する議論を深めることは重要と言える。 
 
3. 国籍法第 2 条第 3 号の要件 











3 事例は異なるものの、国籍法違憲判決（最高裁大法廷 2008（平成 20）年 6 月 4 日判決・
民集 62 巻 6 号 1367 頁）の原告は、非正規滞在者として退去強制令書発付処分を受けてい
たところ、日本国籍が確認されたという事案である。 




















第 3 節 「日本で生まれた場合」との要件 
1. 「日本で生まれた場合」の「日本」とは 
(1) 「日本」とは 





4 木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）200 頁。 
5 国家主権の及ぶ空間を領土、領水、領空の三次元構成として説明されることもあるが、
領水は「内水」と「領海」で構成させる海域であり、一般的には「領海」で代表されるこ
とが多い（杉原高嶺『国際法学講義〔第 2 版〕』有斐閣（2013 年）284 頁参照）。そこで、
本稿ではこの意味において「領海」という用語を用いる。領海については、1982 年の「海
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ある6。領海および領空は、領土に付着するものである。領海とは、領海の幅
を測定する起点となる基線の外側の海帯をいう7。そして、領空とは、領土お













6 国家の権利および義務に関する条約（モンテヴィデオ条約）第 1 条参照。 
7 領海の範囲については、古くは基線から 3 海里まで認められるとの慣習国際法があった
が、その後、1982 年の「海洋法に関する国際連合条約」（国連海洋法条約）により、沿岸
国は基線から 12 海里を超えない範囲で領海の幅と決定することができると規定されてい






9 下記の通り、「日本船舶」については船舶法第 1 条、「日本航空機」については航空法
第 3 条、第 3 条の 2 を参照。 
・ 船舶法（明治 32 年 3 月 8 日法律第 46 号） 
第一条 左ノ船舶ヲ以テ日本船舶トス 
一 日本ノ官庁又ハ公署ノ所有ニ属スル船舶 





・ 航空法（昭和 27 年 7 月 15 日法律第 231 号） 
第三条  国土交通大臣は、この章で定めるところにより、航空機登録原簿に航空機の
登録を行う。 




w.pdf]、2015 年 9 月 5 日最終確認。 
11 田代有嗣『国籍法逐条解説』日本加除出版（1974 年）211 頁では、「自国の国籍を有す
る船舶や航空機は、自国領土の延長という性格を有する面がある。」と述べている。 

















で出生した場合は、国籍法第 2 条第 3 号における「日本で生まれた場合」に
該当するかという点も問題になり得る。 







12 木棚・前掲（注 4）200 頁。田代・前掲（注 11）207-219 頁。 
13 木棚・前掲（注 4）201 頁。江川英文＝山田鐐一＝早田芳郎『国籍法〔第 3 版〕』（法
律学全集 59-II）有斐閣（1997 年）78 頁、法務省民事局国籍事務研究会編『国籍実務解説』
日本加除出版（1990 年）46 頁、船舶については、黒木忠正＝細川清『外事法・国籍法』




出生した子の国籍について」『戸籍時報』第 536 号（2001 年）66～67 頁によると、公海
上の日本船舶あるいは公空を飛行中の日本航空機も「日本」に含まれるとの解説がなされ
ている。 
14 田代・前掲（注 11）219 頁。 
15 木棚・前掲（注 4）200-201 頁。 
16 木棚・前掲（注 4）201 頁。 
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場合は、無国籍の削減条約の締約国である当該船舶または航空機の旗国の国
籍を付与することとしたわけである（同条約第 1 条）17。 
この 1961 年の無国籍の削減条約第 3 条の規定を手掛かりとすれば、日本




あるように思われる18。しかし、次に挙げる 2 つの理由により、同条約第 3
条の規定を日本の国籍法第 2 条第 3 号における「日本で生まれた場合」とい
う要件の解釈基準として上記のような解釈を採り得ないとの見解が示されて
いる19。すなわち、第 1 に、同条約第 3 条の規定によると、例えば、A 国の
船舶または航空機が B 国の領海や領空内を航行しているときに生まれた子に













17 同条約第 3 条と日本法とのギャップについては、新垣・前掲（注 10）58 頁を参照：
[http://www.unhcr.or.jp/html/protect/pdf/Statelessness_Conventions_and_Japanese_La
w.pdf]、2015 年 9 月 5 日最終確認。そこでは、日本の国内法では、日本船舶および日本航
空機が日本の領域であることを明示したものが見当たらず、同条約第 3 条と国籍法第 2 条
第 3 号との間に明文上の隔たりがみられるとの指摘がなされている。 
18 UNHCR によると、1961 年の無国籍の削減条約第 3 条の規定は、船舶または航空機が
締約国の領域内にあったときや公海上にあるときに適用されるだけでなく、他国の領海や
港、空港にある場合にも適用されると解されている。UNHCR, Guidelines on Statelessness 
No. 4: Ensuring Every Child’s Right to Acquire a Nationality through Articles 1-4 of the 
1961 Convention on the Reduction of Statelessness, 2012, Para. 63. Available at:  
[http://www.refworld.org/docid/50d460c72.html], accessed on 31 August 2015. 
19 木棚・前掲（注 4）201 頁。 
20 黒木＝細川・前掲（注 13）293 頁。 
21 田代・前掲（注 11）207 頁。 


























子は C 国籍と日本国籍の重国籍となり得る。この場合、国籍法第 2 条第 3 号
は無国籍の発生防止がその立法趣旨であることから、子が無国籍となる場合
にのみ日本国籍を取得させるとの制限的な解釈をすべきであるとの考えもあ
り得よう。しかし、国籍法第 2 条第 3 号においては、そのような制限が明文
で規定されていない上、無国籍の発生防止を少しでも確実にするためには、
 
22 田代・前掲（注 11）207 頁。 
23 田代・前掲（注 11）207-211 頁。 

















の規定を設けている国もある27。しかし、日本における国籍法第 2 条第 3 号
では、現状そのような出生推定にかかる明文規定はない。この点について立
法上の不備が指摘されているが28、同号の解釈にかかる多数説によると、国
籍法第 2 条第 3 号にいう「日本で生まれた場合」は、日本の地理的環境から、
反証のない限り、日本国内で発見された棄児は、事実上日本国内で出生した
者と推定するとされており29、実際上は推定規定が存在するのと同様に解さ
れてきた30。このような解釈にしたがえば、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて
日本国籍を取得しようとする者は、「日本で生まれた」という要件につき、反
証がない限り、そのことを立証する必要はないと解される31。また、後述の






25 木棚・前掲（注 4）201 頁。 
26 東京家裁 1966（昭和 41）年 9 月 9 日審判・家月 19 巻 3 号 73 頁。 
27 棄児にかかる国籍付与に関する各国の採る立場について、欧龍雲「棄児の国籍」法学研
究（北海学園大学法学会）4 巻 2 号（1969 年）169～185 を参照。 
28 欧・前掲（注 27）186 頁。 
29 木棚・前掲（注 4）202 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 13）78 頁、欧・前掲（注 27）
186 頁。 
30 木棚・前掲（注 4）202 頁。 
31 木棚・前掲（注 4）202 頁。 
32 欧・前掲（注 27）186 頁。 
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3. 「日本で生まれた場合」が争われた裁判例 
 以下では、国籍法第 2 条第 3 号における「日本で生まれた場合」が争点に






























33 以下に取り扱う裁判例は、木棚・前掲（注 4）200〜204 頁で紹介されているものを参照
した。その上で、D1-Law.com（法律総合データベース）で検索したものである。 
34 大阪高裁 1956（昭和 31）年 5 月 29 日決定・家月 8 巻 6 号 29 頁。 



































35 金沢家裁 1959（昭和 34）年 1 月 14 日審判・家月 11 巻 4 号 125 頁。 
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 以上で申立人の父母がともに知れないことを確認した上で、申立人が日本
で生まれたことを認め得る証拠がないため、旧国籍法（明治 32 年法第 66 号）











(3) 大分家裁豊後高田支部 1975（昭和 50）年 1 月 31 日審判36 
a) 事実概要 
 申立人は、物心がついた頃は、飯田リキ子と名乗って申立人の母だという
30 歳台の女性（以下、訴外「A」とする。）と共に、福岡県所在の農業 B 方
に住み込みで働いており、申立人は飯田良充と呼ばれていた。A から、申立
人は 1913（大正 2）年 6 月 22 日に鹿児島県のずっと南の方で生まれたと聞
かされていたが、父親のことについては何も聞いていなかった。 
 B 方には物心がついてから数年間働いていたが、同人方の酷使に辛抱しき
れず、数え年 13 歳頃に、母にも無断で B 方を飛び出し、土建関係の飯場を
転々とし、炊事雑役夫等として働いた後、鳶職を本業とするようになった。
その間申立人は、止宿して労働下宿を経営していた土屋美智子（以下、「C」
とする。）と 1944（昭和 19）年 11 月頃入婿の形で結婚するに至り、以降 C









36 大分家裁豊後高田支部 1975（昭和 50）年 1 月 31 日審判・家月 28 巻 1 号 84 頁。 
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 そこで、幼時の記憶をたどって 1958（昭和 33）年頃 B 方を訪れ、申立人
の母 A のことを尋ね、戸籍関係を調べようとしたところ、B は申立人が幼時













定することが許されるものであるから、戸籍法第 110 条第 1 項、特別家事審
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 そこで、国籍法第 2 条第 4 号に規定されている「日本で生まれた場合」（現

































37 高松高裁 1976（昭和 51）年 8 月 26 日決定・家月 26 巻 2 号 104 頁。 








 終戦後の 1946（昭和 21）年 3 月頃、抗告人は A とともに A の郷里（本籍


































(5) 大阪家裁 1979（昭和 54）年 1 月 27 日審判38  
a) 事実概要 
 申立人は、生後 8 ヶ月の頃、当時京都市内で工場を経営していた中国籍の
夫妻に貰われ事実上の養子となった。申立人は養父から、1925（大正 14）
年 5 月 9 日京都市〇〇で生まれ、父は氏名不詳、母は兵庫県出身で芸者をし
ていた田口カネであり、兄として田口清治がいると聞いていた。申立人は 3
〜4 歳の頃大阪市内に転居し、1936（昭和 11）年 3 月同市立〇〇〇〇尋常小
学校を卒業。1938（昭和 13）年 2 月 27 日に養父母とともに神戸港を出港し




















38 大阪家裁 1979（昭和 54）年 1 月 27 日審判・家月 32 巻 2 号 89 頁。 











 先に概観したように、国籍法第 2 条第 3 号にいう「日本で生まれた」との
要件に関して、学説においては、棄児については、反証のない限り、日本国
内で出生した者と推定すると解されている。そして、後述（本章第 4 節 3）
の通り、日本国内で発見された「棄児」については、乳幼児であれば、戸籍
法第 57 条に基づいて戸籍が編製されることになっている。 
 他方、判例については、現行国籍法第 2 条第 3 号（旧国籍法第 4 条）にい
う「日本で生まれた」か否かが争点となった上記の裁判例のうち、「父母がと
もに知れない」ことを認めながら、「日本で生まれた」と認めるに足る証拠が















39 奥田安弘『国際家族法』明石書店（2015 年）354 頁。 
40 欧・前掲（注 27）186 頁。 
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望および容貌が、国籍法第 2 条第 4 号（審判当時）にいう「日本で生れた場
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第 4 節 「父母がともに知れないとき」との要件 
1. 「父母がともに知れないとき」の解釈 














第 2 条第 3 号にいう「父母がともに知れないとき」に該当すると解されてい
る46。このように、法的な親子関係の存否について、渉外的要素が存在する
とき、通則法の指定する準拠法によって決定されるべきとされている47。 











43 木棚・前掲（注 4）204 頁。 
44 江川＝山田＝早田・前掲（注 13）79 頁。 
45 木棚・前掲（注 4）204 頁。 
45 江川＝山田＝早田・前掲（注 13）79 頁。 
46 江川＝山田＝早田・前掲（注 13）80 頁。 
47 江川＝山田＝早田・前掲（注 13）80〜81 頁。 




 国籍法第 2 条第 3 号にいう「父母」とは、同条第 1 号および第 2 号にいう






述の通りである（第 3 章）。 













族法）である。民法第 772 条第 1 項によれば、妻が婚姻中に懐胎した子は、
夫の子と推定される。そして、婚姻の成立の日から 200 日を経過した後また
は婚姻の解消もしくは取消しの日から 300 日以内に生まれた子は、婚姻中に





48 黒木＝細川・前掲（注 13）283 頁。 
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が最高裁の見解である49。 
日本民法は以上を原則とするが、例えば、父母の婚姻成立の日から 200 日





























49 最高裁第 2 小法廷 2007（平成 19）年 3 月 23 日決定・民集 61 巻 2 号 619 頁。 
50 大審院 1940（昭和 15）年 1 月 23 日判決・民集 19 巻 54 頁。 
51 例えば、二宮周平『家族法〔第 4 版〕』新世社（2013 年）158 頁を参照。 
52 最高裁第 1 小法廷 2014（平成 26）年 7 月 17 日判決・民集 68 巻 6 号 547 頁。 
53 最高裁第 1 小法廷 1969（昭和 44）年 5 月 29 日判決・民集 23 巻 6 号 1064 頁。 

























配偶者であることで法律上の父子関係が成立し、ここで国籍法第 2 条第 1 号
もしくは 2 号の定めるところにより、親子関係に基づく日本国籍の取得が決
定される。問題となるのは、外国人母から生まれた嫡出でない子につき、日
本人父との父子関係の成立により、国籍法第 2 条第 1 号または第 2 号に基づ
いて日本国籍を取得する場合である。 
国籍法第 2 条第 1 号および第 2 号の適用にあたり、父とは事実上の父だけ
では足りず、法律上の父でなければならないとする以下の裁判例がある。 
 
54 大審院 1940（昭和 15）年 9 月 20 日判決・民集 19 巻 1596 頁。 
55 最高裁第 2 小法廷 1962（昭和 37）年 4 月 27 日判決・民集 16 巻 7 号 1247 頁。 
56 最高裁第 1 小法廷 1969（昭和 44）年 5 月 29 日判決・民集 23 巻 6 号 1064 頁。 
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(1) 東京高裁 1967（昭和 42）年 5 月 15 日決定57  
a) 事実概要 
 抗告人は、1911（明治 44）年韓国ソウルで氏名不詳の韓国人女性と日本
人男性（以下、B とする。）との間に生まれ、8 歳頃までに B を頼って来日し、
以来 48 年間日本に居住していた。抗告人は韓国人夫婦の子として戸籍上届



























57 東京高裁 1967（昭和 42）年 5 月 15 日決定・民集 20 巻 3 号 268 頁。 


























58 行政取扱いにおいても、国籍法第 2 条第 1 号および第 2 号の適用について、父とは法律
上の父とされている。解説：「85 無国籍者を父母として日本で出生した子の出生届の取扱
い－昭和 57 年 7 月 6 日民二第 4265 号通達」木村三男＝竹澤雅二郎編著『詳解 処理基準
としての戸籍基本先例解説』日本加除出版（2008 年）516 頁によると、行政先例として 1951
（昭和 26）年 8 月 3 日民事甲 1592 号回答がある。 
59 判例でも、非嫡出子が日本人父との父子関係に基づいて日本国籍を生来取得するために
は、父が子を胎児認知した場合に限ると解している。例えば、東京高裁 1980（昭和 55）
年 12 月 24 日決定・判時 993 号 56 頁、大阪高裁昭和 1981（昭和 56）1 月 23 日判決・行
集 32 巻 1 号 62 頁、東京地裁 1981（昭和 56）年 3 月 9 日判決・判時 1009 号 41 頁、神戸
地裁 1981（昭和 56）年 3 月 30 日判決・行集 32 巻 3 号 494 頁などがある。木棚・前掲（注
4）129〜131 頁。 
60 大阪高裁 1987（昭和 62）年 2 月 6 日決定・家月 39 巻 9 号 40 頁、判タ 630 号 266 頁。 
61 東京高裁 1988（昭和 63）年判決・行集 39 巻 9 号 970 頁。 
62 木棚・前掲（注 4）135〜153 頁。 
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63 最高裁第 2 小法廷 1997（平成 9）年 10 月 17 日判決・民集 51 巻 9 号 3925 頁。 
64 欧・前掲（注 27）171 頁。 






67 欧・前掲（注 27）188 頁。 




反証のない限り日本国内で生まれた者と推定され、国籍法第 2 条第 3 号前段
により日本国籍を生来取得すると解されている68。つまり、日本で発見され


























68 木棚・前掲（注 4）202、204 頁。 
69 木棚・前掲（注 4）202 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 13）78 頁、黒木＝細川・前掲
（注 13）293 頁、欧・前掲（注 27）18 頁。 
70 木棚・前掲（注 4）205 頁、黒木＝細川・前掲（注 13）294 頁。 


























71 欧・前掲（注 27）194～195 頁。 
72 欧・前掲（注 27）195～196 頁。 
73 欧・前掲（注 27）195～196 頁。 
74 欧・前掲（注 27）195～196 頁。 
75 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」木村三男＝竹澤雅二郎編著『詳解 処理基準としての戸籍基本先例解説』日本
加除出版（2008 年）473 頁において、大正 4 年 6 月 23 日民 361 号回答、昭和 25 年 11 月
9 日民事甲 2910 号回答が挙げられている。迷子については、警察官から引渡しを受けて養
育している子につき、相当時日を経過しても身元が判明しなかったため棄児として取り扱
われた事例がある（大正 4 年 6 月 23 日民事 361 号法務局長回答）、欧・前掲（注 27）287
頁。 
76 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」・前掲（注 75）473 頁。 






い限り、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍を取得することから、当該
棄児を戸籍に記載するために、戸籍法第 57 条の規定に基づいて棄児発見調
書による手続が採られることになると説明されている80。 
 なお、昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第 804 号通達によると、市区町
村長によって作成された「棄児発見調書」は、戸籍の届書とみなされ（戸籍











77 児童福祉法では、「乳児」とは満 1 歳に満たない者とし、また、「幼児」とは満 1 歳か
ら小学校就学の始期に達するまでの者であるとしている（同法第 4 条第 1 項第 1 号、第 2
号）。 
78 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」・前掲（注 75）473-474 頁。 
79 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」・前掲（注 75）473－474 頁において、昭和 25 年 11 月 9 日民事甲 2910 号
回答が挙げられている。 
80 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」・前掲（注 75）474 頁。 
81 解説：「75 棄児発見調書の作成及び戸籍の記載－昭和 27（1952）年 6 月 7 日民事甲第
804 号通達」・前掲（注 75）473 頁。 





国での国民登録はほぼ不可能なようである。2014 年 8 月 12 日に無国籍研究会有志より実
施した品川児童相談所での聞取り調査による。 
83 2014 年 8月 12 日に無国籍研究会有志により実施した品川児童相談所での聞取り調査に
よる。 
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このような場合、児童福祉法によれば、都道府県知事が子を職権で保護し
て乳児院や児童養護施設に入所させた上で（児童福祉法第 27 条第 1 項第 3
号）、市町村長が氏名をつけ、本籍を定めた上で、単独戸籍を作成することに


























84 2014 年 8月 12 日に無国籍研究会有志により実施した品川児童相談所での聞取り調査に
よる。 
85 木棚・前掲（注 4）207 頁。 
86 木棚・前掲（注 4）207 頁。 
87 木棚・前掲（注 4）208 頁。 
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て、簡便な手続によって国籍法 2 条第 3 号による日本国籍の生来取得が認め
られ、戸籍が編製される。 


























れない」か否かが焦点となっているものである。特に、国籍法第 2 条第 3 号
にいう「父母がともに知れないとき」との要件をめぐって争われた裁判例の
 
89 東京家裁 1966（昭和 41）年 9 月 9 日審判・家月 19 巻 3 号 73 頁。同様に、児童相談所
に収容される際に外国人登録された者について、国籍法第 2 条第 3 号により日本国民とし
て確認され、就籍が認められた事例がある。東京家裁 1967（昭和 42）年 8 月 30 日審判・
判タ 230 号 322 頁。同様に、日本で生まれたという積極的な証拠がなくても、生育環境や
外貌、供述内容等から総合的に判断して、日本で出生したものとして認められた判例とし
て、高松高裁昭 51 年 8 月 26 日決定・家月 29 巻 2 号 104 頁。 








(1) 東京高裁 1962（昭和 37）年 10 月 25 日決定90  
a）事実概要 
























90 東京高裁 1962（昭和 37）年 10 月 25 日決定・家月 15 巻 3 号 136 頁。 
91 東京家裁 1962（昭和 37）年 5 月 24 日審判・家月 15 巻 3 号 138 頁。 
























ていた。たまたま申立人が 1959（昭和 34）年 10 月頃勤務することになった
敷物工業所の経営者が北朝鮮出身者であったことから、申立人は同人から一
度同国へ行くこと、そのために朝鮮人として外国人登録をしておくことを勧
められ、1960（昭和 35）年 1 月 11 日に兵庫県神戸市灘区長に対し国籍朝鮮、
出生年月日 1935（昭和 10）年 3 月 8 日、出生地大阪府堺市〇〇町として外
国人登録の届出をした。その際朝鮮の住所は分らなかったので、日本に近い
慶尚南道を選び、以下不詳とした。 




92 東京家裁 1966（昭和 41）年 9 月 9 日審判・家月 19 巻 3 号 73 頁。 
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官に相談し、国籍が朝鮮であることを証明する資料が必要であるといわれ、
たまたま申立人が 1942（昭和 17）年頃から 1945（昭和 20）年頃、大阪府
内の国民学校に在学したことを思い出したことから同校に照会したところ、
同校に申立人の学籍簿が存在し、その記載によれば申立人の本籍は大阪府堺










（昭和 35）年 1 月 11 日に兵庫県神戸市灘区長に対し出生年月日 1935（昭和
10）年 3 月 8 日、出生地大阪府堺市〇〇町として外国人登録届出をしたこと
を認定した。また申立人が 1963（昭和 38）年 11 月以降に照会した旧国民学
校（申立当時は小学校）の保管する学籍簿には、「村川光源」という者が在






















(3) 東京家裁 1967（昭和 42）年 8 月 30 日審判93 
a）事実概要 
 申立人は、1942（昭和 17）年 8 月頃都内港区所在の「〇〇育児院」に保
護され、次いで 1943（昭和 18）年 4 月 20 日都内大田区所在の「〇〇寮」に





 申立人は A 方に引き取られた以前のことについての記憶を欠いており、父
母の正確な氏名等は全く明らかでない。 
 申立人は、1960（昭和 35）年 6 月頃日本人である浜田実（以下、「B」と
















93 東京家裁 1967（昭和 42）年 8 月 30 日審判・家月 20 巻 3 号 101 頁。 
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(4) 東京高裁 1983（昭和 58）年 6 月 29 日判決94 
a）事実概要 





 原告は、台湾人夫婦 A・B 間の実子（庶子）として台湾において届け出ら
れ、その結果、1928（昭和 3）9 月に A の台湾戸籍に入籍されたため、本請
求当時においては日本国籍を喪失したものとして扱われている。そこで、（1）
原告は日本人である C・D 夫婦の子として兵庫県神戸市にて出生し、父が日
本人であるから旧国籍法（明治 32 年法律第 66 号）第 1 条により日本国籍を
取得した、（2）仮に原告が C の子でないとしても、原告の父が明らかでな

















姻関係に基づき C の子とする推定も成り立たず、他に原告が C の子であると
する事情も全くないので、原告が C 又は D の子であるとの原告の主張は理由
 
94 東京高裁 1983（昭和 58）年 6 月 29 日判決・家月 36 巻 7 号 82 頁。 
95 東京地裁 1982（昭和 57）年 7 月 28 日判決・家月 36 巻 7 号 90 頁。 
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がない」と判断した。 





















































(5) 最高裁 1995（平成 7）年 1 月 27 日判決96 
a) 事実概要 
 原告リース・アンデレ・ロバートは、1991（平成 3）年 1 月 18 日に長野
県の総合病院 A（以下、「A 病院」という。）にて出生した。原告の母は 1991
（平成 3）年 1 月 4 日、A 病院において外来患者として初診を受け、その後





たカルテには、名前「セシリア Ｍ ロゼテ」、生年月日「1965 年（昭和 40
年）11 月 21 日」との記載がある。また、原告の母が入院した際に提出され
た入院証書の患者の氏名欄には、「Cecilee M. Rosete」又は「Cecille M. 
Rosete」、生年月日欄には「65 年 11 月 21 日」との記載があるが、誰がこの
記載をなしたのかは不明である。 
 
96 最高裁 1995（平成 7）年 1 月 27 日判決・民集 49 巻 1 号 56 頁。アンデレちゃん事件。 
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 原告の出生届は、原告の出産に関与した A 病院の医師によって 1991（平
成 3）年 1 月 30 日に提出された。同出生届に添付された「孤児養子縁組並び










年 11 月 21 日」、旅券番号「Ｆ532976」、目的「観光」と記載された者が、




月 26 日、旅券番号Ｆ532976 をもって、申請者 CECILIA MERCADO 
ROSETE に対して旅券が発行されていること、また同人の生月日は 11 月 21
日（生年の記録はない）であり、出生地は Talavera, Nueva Ecija である旨
の記録があることが判明した。フィリピン共和国 Nueva Ecija 州 Talavera
市に提出されている出生証明書によれば、フィリピン国籍を有する婚姻した
父母の間の子として、1960 年 11 月 21 日に、Nueva Ecija 州 Talavera 市に
おいて Cecilia Rosete の出生が記録されている（以下、上記出生証明書にか
かる者を「ロゼテ本人」という。）。 
 原告の父を知る手掛かりがないため、原告は、日本で生まれ、その父母が
ともに知れないことを理由に、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍を取
得したと主張して、日本国籍を有することの確認を求め本訴を提起した。 
 
b) 第 1 審判決97 
 認容。 
 裁判所は、まず国籍法第 2 条第 3 号の「父母がともに知れないとき」は、
日本国籍を認めなければ子が無国籍となるおそれがある場合を含むと解すべ
 
97 東京地裁 1993（平成 5）年 2 月 26 日判決・民集 49 巻 1 号 182 頁。 



































98 東京高裁 1994（平成 6）年 1 月 26 日判決・民集 49 巻 1 号 193 頁。 



























































1950（昭和 25）年 5 月 1 日に東京都内の病院にて出生しており、父母不明
であったため、亡 A は当該控訴人を亡 B との間の実子として届け出た。当該
控訴人は、生母の名は判然としないが、中国人であることは明らかであり、
したがって出生により中国籍を取得したとして、中国法に基づき当該控訴人








99 東京高裁 1999（平成 11）年 5 月 12 日判決・判時 1680 号 86 頁。 















(7) 横浜家裁 2003（平成 15）年 9 月 18 日審判100  
a）事実概要 
 申立人は、1994（平成 6）年 3 月 29 日に東京都立川市内の病院で出生し、
同年 4 月 4 日、父の氏名を児玉昭成（以下、「A」という。）、母の氏名を
ビビアナ、カントリア（以下、「B」という。）として、福島県にて A を筆
頭者とする戸籍に申立人が長男として入籍する旨の戸籍記載がなされた。申
立人が入籍した戸籍中、A の戸籍の身分事項欄には、1992（平成 4）年 1 月
24 日国籍をフィリピン共和国とする B（西暦 1967 年 5 月 17 日生）と同国
の方式により婚姻した旨、および 1995（平成 7）年 10 月 4 日 B との離婚の
調停が成立した旨の記載があり、申立人の身分事項欄には、同日親権者を母
と定める旨の記載がなされていた。 
 B と名乗る女性は、1992（平成 4）年 2 月 14 日に日本に入国し、埼玉県
所沢市にて A と同居した後、同年 5 月 11 日に同人との婚姻を届け出たが、
同年 6 月 2 日頃に A と別居し、その後 1993（平成 5）年 9 月頃からは服部
（以下、「C」とする。）という日本人男性と生活していた。申立人出生後
の 1994（平成 6）年 7 月頃は、申立人とともに、日本人男性である神谷信之
介（以下、「D」とする。）と暮らすようになっており、1995（平成 7）年
1 月 2 日、申立人を D のもとに置いて B は所在不明となり、このため D は
申立人を児童相談所に委ね、以後申立人は当該児童相談所の指導のもと養護
 
100 横浜家裁 2003（平成 15）年 9 月 18 日審判・家月 56 巻 3 号 68 頁。 
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施設で生活していた。なお B と名乗る女性は 1995（平成 7）年 11 月 15 日
に日本を出国する手続を行っており、その後の消息は不明である。  
 1995（平成 7）年 11 月 1 日に嫡出子否認の裁判が確定し、A の申請によ



























 (8) 検討 
a）「父母がともに知れないとき」 
 前記の判決（4）では、まず旧国籍法第 4 条（現行国籍法第 2 条第 3 号）
の意義については、「できる限り無国籍者の発生を防止するため、血統主義の
    162 
例外として生地主義を採用したものにほかならない」と確認した上で、旧国






































たといえる。この実質的な立証責任の転換により、国籍法第 2 条第 3 号の趣
旨である無国籍の発生防止を図るために、同号に基づいて日本国籍を取得さ
せるハードルを下げていると考えられる。 















2015 年 10 月 28 日の朝日新聞デジタルで、無国籍の重い障害をもつ 18 歳
の青年エンリケス・マルビンさんの死が報道された101。記事によれば、マル








101 伊藤智章「無国籍・重い障害、18 歳『自由に生きたい』矢先の死」朝日新聞 DIGITAL 
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係に関しても認知を必要としている場合に問題となる。なんとなれば、日本
法では、法的母子関係は分娩の事実により確定すると解されているから、国






国籍法第 2 条第 1 号や第 2 号によることになるが、取得される国籍も同じ日
本国籍であるので、同条第 3 号によって取得した日本国籍をあえて喪失させ


















 ②の棄児が後に外国人である父に認知された場合、国籍法第 2 条第 3 号に
 
102 田代・前掲（注 11）196 頁。 
103 黒木＝細川・前掲（注 13）295 頁。 
104 江川＝山田＝早田・前掲（注 13）81〜82 頁。 
105 田代・前掲（注 11）233 頁。 
106 黒木＝細川・前掲（注 13）294 頁、田代・前掲（注 11）238 頁。 
107 木棚・前掲（注 4）211-212 頁。 
108 江川=山田=早田・前掲（注 13）82 頁。 








なると思われる。国籍法第 2 条第 3 号が無国籍の防止を立法趣旨とすること
から、外国人父の認知自体は子の取得した日本国籍に影響を与えないものの、









る場合であったとしても、国籍法第 2 条第 3 号によって一度生来取得した日
本国籍を容易に喪失させるべきではないというのが、筆者の見解である。 
 
第 5 節 小括 
 国籍法第 2 条第 3 号は、「日本で生まれた場合において、父母がともに知
れないとき、又は国籍を有しないとき」に子を日本国民とすると規定するこ
とで、これに該当する子が無国籍となることの防止を図っている。国籍法第







109 江川=山田=早田・前掲（注 13）81 頁。 
110 江川=山田=早田・前掲（注 13）74 頁、黒木＝細川・前掲（注 13）294 頁。 
111 木棚・前掲（注 4）211 頁。 
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第 5 章 無国籍の発生防止及び削減のための無国籍認定 
第 1 節 本章の目的 
 本章の目的は、第 4 章で検討した国籍法第 2 条第 3 条の「日本で生まれた」
及び「父母がともに知れないとき」の要件に関する学説・判例を踏まえて、









説・判例を前提に、国籍法第 2 条第 3 号後段の「国籍を有しないとき」の解
釈に関する学説を概観する（第 2 節）。また、国籍法第 2 条第 3 号の補充的
生地主義による日本国籍の生来取得の対象拡大の代わりに、1984（昭和 59）
年改正で新設された簡易帰化に関する国籍法第 8 条第 4 号は、「日本で生ま
れ」かつ「出生の時から」「国籍を有しない者」であることを要件に、日本国
籍の生後取得を規定している。したがって、第 4 章で検討した国籍法第 2 条
第 3 号の「日本で生まれたとき」を前提に、国籍法第 8 条第 4 号の「国籍を
有しない者」に関する学説を概観することとする（第 3 節）。 
 もっとも、国籍法第 2 条第 3 号後段の「国籍を有しないとき」及び国籍法
























第 2 節 父母がともに「国籍を有しないとき」に関する学説 
1. 父母がともに国籍を有しないときの「ともに」 













黒木＝細川は、行政先例としての法務省民事局長回答昭和 28 年 3 月 3 日
















国籍法第 2 条第 3 号を類推適用して、当該子は生地主義に基づいて日本国籍
を取得すると解すべきとしている3。ここでいう父または母が「知れない」場
合とは、国籍法第 2 条第 3 号前段における「父母がともに知れない」場合の
「知れない」と同じであると思われる。 

















2 江川英文＝山田鐐一＝早田芳郎『国籍法〔第 3 版〕』（法律学全集 59-II）有斐閣（1997
年）83 頁。 
3 木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）212～213 頁。 





















上述の通り、国籍法第 2 条第 3 号では、「日本で生まれた場合において、父
母がともに知れないとき、又は国籍を有しないとき」、子は日本国民とすると
規定されている。また、国籍法第 8 条第 4 号では、「日本で生まれ、かつ、
出生の時から国籍を有しない者でその時から引き続き 3 年以上日本に住所を
有するもの」に該当する外国人については、「法務大臣は、その者が第 5 条
第 1 項第 1 号、第 2 号及び第 4 号の条件を備えないときでも、帰化を許可す
ることができる。」と定めて、帰化要件を緩和している。 
そのほか、通則法第 38 条第 2 項では「当事者の本国法によるべき場合に
 


















第 25 条（第 26 条第 1 項及び第 27 条において準用する場合を含む。）及び第
32 条の規定の適用については、この限りでない。」と規定されている。さら














 1984（昭和 59）年改正前の 1950（昭和 25）年国籍法（以下、「1950 年国
籍法」という。）に関する田代の逐条解説7では、「国籍を有しないとき」の解
釈について、比較的詳細に述べられているため、以下において紹介する。先











7 田代有嗣『国籍法逐条解説』日本加除出版（1974 年）180〜187、236〜242 頁。 
8 田代・前掲（注 7）180 頁。 
9 田代・前掲（注 7）180 頁。 
10 田代・前掲（注 7）180 頁。 





























12 田代・前掲（注 7）180〜181 頁。 
13 田代・前掲（注 7）181 頁。 
14 田代・前掲（注 7）181 頁。 
15 田代・前掲（注 7）186 頁。 
16 League of Nations, Convention on Certain Questions Relating to the Conflict of 
Nationality Law, 13 April 1930, League of Nations, Treaty Series, vol. 179, p. 89, No. 
4137, available at: [http://www.refworld.org/docid/3ae6b3b00.html], accessed 27 
October 2015. 1937 年 7 月 1 日効力発生、日本は署名しているが、批准していない。 
17 League of Nations, Protocol Relating to a Certain Case of Statelessness, 12 April 
1930, No. 4138. 179 LNTS 115, available at: 
[http://www.refworld.org/docid/3ae6b39520.html], accessed 23 September 2015. 1937 年
7 月 1 日効力発生、日本は署名しているが、批准していない。 
18 田代・前掲（注 7）186 頁。 
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る英語の “unknown nationality” に該当するものと思われる。 








19 田代・前掲（注 7）186 頁。 







出生前に死亡した場合、国籍法第 2 条第 2 号に準じて、父が死亡する際に無
国籍であることを要すると解すべきとされている22。さらに、父または母が
後にいずれかの国籍を取得しても、父母の国籍変更は子の国籍に影響を及ぼ






 このような国籍法第 2 条第 3 号後段に関する解釈が、学説上議論されてい
るとはいえ、既に第 2 章で概観したように、1984（昭和 59）年の国籍法改




条第 3 号後段にいう「国籍を有しないとき」と国籍法第 8 条第 4 号にいう「国
籍を有しない者」には、日本国籍の生来取得と生後取得という大きな違いは
存するものの、解釈的には何らかの関係性があるとも考えられる。以下、国




21 木棚・前掲（注 3）212 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 2）82 頁、黒木＝細川・前掲
（注 1）296～297 頁。 
22 木棚・前掲（注 3）212 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 2）82 頁、黒木＝細川・前掲
（注 1）296～297 頁。 
23 木棚・前掲（注 3）212 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 2）82 頁、黒木＝細川・前掲
（注 1）297 頁。 




第 3 節 日本生まれで出生時から「国籍を有しない者」に関する学説 
1. 日本生まれで出生時から「国籍を有しない者」 
1984（昭和 59）年の国籍法改正時に新設された国籍法第 8 条第 4 号は、「日
本で生まれ、かつ、出生の時から国籍を有しない者でその時から引続き 3 年
以上日本に住所を有するもの」について、通常の帰化要件の一部を緩和させ
て帰化を簡易にしている（以下、「簡易帰化」という。）。国籍法第 8 条第 4
号は、国籍の消極的抵触の解消を促すための規定である26。つまり、日本で





いては、同法改正によって父母両系血統主義の採用（国籍法第 2 条第 1 号）
により日本国籍の生来取得ができるようになったことで無国籍の発生防止が




える（本論文第 2 章第 7 節参照）。 
国籍法第 8 条第 4 号の要件に該当する日本生まれの無国籍者は、普通帰化
の要件である「引続き 5 年以上日本に住所を有すること」（国籍法第 5 条第 1




国籍法第 5 条第 1 項に規定されている帰化要件のうち、素行要件（同項第 3
号）、重国籍防止要件（同項第 5 号）、及び憲法遵守要件（同項第 6 号）を満
たされれば、法務大臣が帰化を許可することができる。ただし、国籍法第 8
条第 4 号に基づく簡易帰化の場合、3 歳児について、これら素行要件及び憲
法遵守要件の充足判断を果たしてどのように行うのか、疑問が残るところで
ある。 
このように、日本で生まれた無国籍者が国籍法第 8 条第 4 号に基づいて帰
 
26 黒木＝細川・前掲（注 1）350 頁。 







1 項第 5 号）については、無国籍者として認定された上で帰化申請をするの
であれば、既に国籍を有しないとして当該要件を満たしていることになる。






2. 国籍法第 8 条第 4 号の適用と無国籍認定 
 国籍法第 8 条第 4 号に基づく簡易帰化の該当者となるためには、①「日本
で生まれ」たこと、②「出生の時から国籍を有しない」こと、及び③出生の
時から「引続き 3 年以上日本に住所を有する」ことのすべてが満たされなけ




第 8 条第 4 号にいう「出生の時から国籍を有しない者」の解釈に関する学説
については、日本で出生した子で、日本国籍を取得しなければ無国籍となる
者のうち、国籍法第 2 条第 3 号の要件を備えない者とされている29。例えば、
父母がともに外国人で、かつそのいずれの国籍国においても厳格な生地主義
を採用しているため、日本で生まれた子に国籍を付与しない場合、当該子は
日本で生まれた無国籍者として国籍法第 8 条第 4 号の該当者となる場合が挙






年前に日本国籍を取得することができなかった。黒木＝細川・前掲（注 1）350 頁。 
29 黒木＝細川・前掲（注 1）350 頁、江川＝山田＝早田・前掲（注 2）108 頁、木棚・前掲
（注 3）323 頁。 
30 奥田安弘『国際家族法』明石書店（2015 年）83 頁。 
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 ③の出生の時から「引続き 3 年以上日本に住所を有する」ことという要件













ができないことになり、国籍法第 8 条第 4 号に基づく簡易帰化から排除され
てしまうことになる。このような場合、当該子は無国籍かつ非正規滞在とい
う非常に脆弱な立場に追いやられることになる。 










31 木棚・前掲（注 3）316 頁。 
32 木棚・前掲（注 3）316 頁。国籍法上の住所要件については、木棚・前掲（注 3）259〜
269 頁、山戸利彦「国籍法における住所条件について」民事月報 50 巻 2 号（1995 年）9
〜34 頁参照。 




34 奥田・前掲（注 30）75〜76 頁。 
35 奥田・前掲（注 30）75〜77、83 頁。 
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3. 国籍法第 8 条第 4 号の適用の現状 
国籍法第 8 条第 4 号は、日本で生まれた無国籍者の解消のために、帰化要
件を緩和したものである。しかし、同法第 8 条第 4 号によって、無国籍児は
減少しなかったとの指摘がなされている36。それでは、実際に、日本で生ま
れた無国籍の子どものうち、後に国籍法第 8 条第 4 号に基づいて帰化により
日本国籍を取得して、無国籍状態が解消された者はどのくらいいるのであろ


















籍法第 8 条第 4 号によって、日本で生まれた無国籍者が何名帰化したかの実
態は把握されておらず、そこから同号の適用状況を推し量ることはできない。 
 
36 木棚・前掲（注 3）186 頁。 
37 法務省民事局「過去 10 年間の帰化許可申請者数、帰化許可者数等の推移」 
[http://www.moj.go.jp/MINJI/toukei_t_minj03.html]、2015 年 12 月 31 日最終確認。 
38 福島みずほ参議院議員「無国籍問題に関する質問主意書」第 186 回国会（常会）質問第
127 号、2014（平成 26）年 6 月 12 日。
[http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/186/syuh/s186127.htm]、2015
年 12 月 31 日最終確認。 
39 「参議院議員福島みずほ君提出無国籍問題に関する質問に対する答弁書」、2014 年 6
月 20 日（内閣参質 186 第 127 号）、2014（平成 26）年 6 月 20 日。
[http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/186/meisai/m186127.htm]、





14,785 人のうち、無国籍者であった者は 8 人であった。同様に、2010（平
成 22）年においては 13,072 人のうち 4 人、2011（平成 23）年においては
10,359 人のうち 5 人、2012（平成 24）年においては 10,622 人のうち 10 人、








4 人から 10 人の無国籍者が帰化によって日本国籍を取得している。しかし、
このうち、日本で生まれた無国籍者が何名いるのか、そして、日本生まれの
無国籍者でかつ国籍法第 8 条第 4 号に基づいて帰化を許可された者が何名い
るかは不明である。 
 
第 4 節 無国籍認定と法務省民事局の取扱い 
1. 民事局長通達（昭和 57 年 7 月 6 日付け法務省民二第 4265 号） 









駐日事務所（2015 年）25 頁。 
41 新垣・前掲（注 40）25 頁。 
42 新垣・前掲（注 40）24〜25 頁。 
43 資料：昭和 57（1982）年 7 月 6 日付け法務省民二第 4265 号「無国籍者を父とする嫡出






































は国籍を有しないとき。」（同条第 4 号）、子は日本国民とすると定められている。 
46 解説：「85 無国籍者を父母として日本で出生した子の出生届の取扱い－昭和 57 年 7 月
6 日民二第 4265 号通達」木村三男＝竹澤雅二郎編著『詳解 処理基準としての戸籍基本先































47 昭和 23 年 12 月 1 日民事甲 1998 回答 7。 
48 昭和 36 年 9 月 5 日民事甲 2008 通達。 
49 昭和 34 年 8 月 27 日民事甲 1545 通達。 
50 澤田省三「無国籍者を父とする嫡出子等の出生届出を受理する場合の取扱いをめぐって」
戸籍第 454 号（1982 年）18 頁。 
51 澤田・前掲（注 50）20-21 頁。 
52 澤田・前掲（注 50）21 頁。 
53 澤田・前掲（注 50）21 頁。 
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に、国籍法第 2 条第 3 号後段の適用上、上記の「国籍不明者」と「無国籍者」
を同様に扱うこととされているため、「国籍不明者」であることの判断・認定
については十分に調査することが特に要求されていると説明されている54。 
























54 澤田・前掲（注 50）21 頁。 
55 澤田・前掲（注 50）21 頁。 
56 同通達が出された当時の外国人登録法（昭和 27 年法律第 125 号）は、現在廃止されて
いる。 
57 以下の説明については、澤田・前掲（注 50）22～25 頁による。 
58 澤田・前掲（注 50）25 頁。また、解説：「85 無国籍者を父母として日本で出生した子






































60 澤田・前掲（注 50）25 頁。 
61 澤田・前掲（注 50）25 頁。 
62 澤田・前掲（注 50）25 頁。 
63 澤田・前掲（注 50）25～26 頁。 
































65 澤田・前掲（注 50）26～27 頁。 
66 澤田・前掲（注 50）27 頁。 
67 澤田・前掲（注 50）27 頁。 
68 解説：「85 無国籍者を父母として日本で出生した子の出生届の取扱い－昭和 57 年 7 月
6 日民二第 4265 号通達」・前掲（注 46）519 頁。 
69 解説：「85 無国籍者を父母として日本で出生した子の出生届の取扱い－昭和 57 年 7 月























上陸審査（入管法第 6 条、第 7 条）、在留期間の更新（入管法第 20 条）、在
留資格の変更（入管法第 21 条）、日本で出生した外国人の在留資格の取得（入









ち、①昭和 28 年 3 月 3 日民事甲第 284 号民事局長回答、②昭和 29 年 3 月 13 日民事甲第
534 号民事局長回答、及び③昭和 48 年 10 月 4 日民二第 7502 号民事局長回答があると示
されている。 
70 澤田・前掲（注 50）27 頁。 





2．上陸審査（入管法第 6 条、第 7 条） 
(1) 入国記録における「国籍・地域」 
日本に上陸しようとする外国人は、有効な旅券で日本国領事館等の査証を
受けたものを所持しなければならない（入管法第 6 条第 1 項）。そして、上
陸しようとする出入国港において入国審査官に対して上陸の申請をして、上
陸のための審査を受けなければならない（入管法第 6 条第 1 項）。これを受
けて、入管法施行規則では、外国人は、一般上陸の申請に当たって旅券を提





















72 法務省入国管理局「入国在留審査要領 第 6 編 上陸審査」（2012 年 7 月改訂）15～16
頁。同資料は、情報公開で取得された小田川綾音弁護士より提供いただいた。 
73 法務省入国管理局・前掲（注 72）15～16 頁。 
74 法務省入国管理局・前掲（注 72）15～16 頁。 
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ていないにもかかわらず、パレスチナ暫定自治政府発行の旅券を所持してい

































76 法務省入国管理局・前掲（注 72）53 頁。 
77 法務省入国管理局・前掲（注 72）56 頁。 
78 法務省入国管理局・前掲（注 72）56 頁。 





































82 田村、重見＝山神・前掲（注 81）98～99 頁。 
 190 
3. 在留期間の更新（入管法第 20 条）・在留資格の変更（同法第 21 条） 
 入国在留審査要領によると、日本に滞在している外国人による在留資格の
変更及び在留期間の更新許可の申請書の「国籍・地域」欄については、「申請





























83 法務省入国管理局「入国在留審査要領第 10 編在留審査」（2012 年 7 月改訂）13～14
頁参照。同資料は、情報公開で取得された小田川綾音弁護士より提供いただいた。 































第 6 節 無国籍認定の変更の具体例 
1. パレスチナ人父母から生まれた子の国籍に関する取扱い変更 
国籍法第 2 条第 3 号後段を実際に適用して、出生により日本国籍を付与し
 
85 田村、重見＝山神・前掲書（注 81）81 頁。 




成 19）年 11 月 30 日時点で、日本でパレスチナ人父母から生まれた子ども
に、国籍法第 2 条第 3 号に基づいて日本国籍が認められた数は 14 名であっ
た88。ところが、2007（平成 19）年 10 月 3 日の法務省の通知89により、そ










 上記の第 168 回国会に提出された質問主意書によると、法務省がパレスチ
ナ人の両親から日本で生まれた子どもに国籍法第 2 条第 3 号後段により日本
国籍を認めないと取扱いを変更した理由については、法務大臣が 2007（平成





 なお、上記の第 168 回国会に提出された質問主意書における質問、及びそ
れに対する答弁92は以下の通りである。先ず、第 1 に、2007（平成 19）年
 
87 阿部浩己『無国籍の情景—国際法の視座、日本の課題』国連難民高等弁務官（UNHCR）
駐日事務所（2010 年）38 頁。 
88 平成 19（2007）年 11 月 30 日提出質問第 280 号「パレスチナ人の子どもの国籍等に関
する質問主意書」第 168 回国会衆議院質問第 280 号（提出者 保坂展人）：  
[http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon_pdf_s.nsf/html/shitsumon/pdfS/a16
8280.pdf/$File/a168280.pdf]、2015 年 9 月 9 日最終確認。 
89 平成 19 年 10 月 3 日民一第 2120 号通知（奥田・前掲（注 30）86 頁）。 
90 平成 20 年 3 月 27 日民 1・1091 の民事局民事第一課長回答、澤木敬郎・第 7 章「渉外
家事事件処理の通則」『国際家族』（加除式図書、2015 年 9 月時点）1764 の 5 頁。 
91 第 168 回国会衆議院質問第 280 号。 
92 答弁第 280 号、内閣衆質 168 第 280 号（平成 19（2007）年 12 月 11 日）：
[http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon_pdf_t.nsf/html/shitsumon/pdfT/b16
8280.pdf/$File/b168280.pdf]、2015 年 9 月 13 日最終確認。 
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意Ⅱ付属書Ⅲ第 28 条の 2、7、8 において、パレスチナ人に対し旅券を発行
するパレスチナ自治政府の権限が明示的に規定されており、同旅券は多数の





年 1 月 27 日判決（アンデレちゃん事件最高裁判決93）に反るのではないかと
の質問について、答弁では、「平成 7 年 1 月 27 日最高裁判所第 2 小法廷判決
は、ある者が父又は母である可能性が高くても、これを特定するに至らない




93 前述のアンデレちゃん事件最高裁判決（最高裁 1995（平成 7）年 1 月 27 日判決・民集



































94 第 166 回国家予算委員会第三分科会第１号、2007 年 2 月 28 日：
[http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/166/0033/16602280033001a.html]、2015 年 9


































哲夫「渉外家事事件処理の通則」『国際家族』・前掲（注 90）1764 の 5 頁。 
96 三井哲夫・前掲（注 95）1764 の 16 頁。 
97 三井哲夫・前掲（注 95）1764 の 16 頁、奥田安弘・前掲（注 30）86 頁。 









場合は、全件照会をすることとなっている（本章第 4 節）。 
 国会審議録においては、上記の取扱いについて確認することができるとと
もに、パレスチナ人の父母から日本で生まれた子どもについて、以前は国籍
法第 2 条第 3 号後段に基づいて日本国籍を認めていたが、2007（平成 19）
年 10 月 3 日の法務省通知により、パレスチナ人を「国籍を有しない者」と
して取り扱わず、したがって、パレスチナ人の父母から日本で生まれた子に




















99 阿部・前掲（注 87）38 頁では、Takkenberg,L., The Status of Palestinian Refugees in 





第 7 節 無国籍認定の意義と不統一な無国籍認定の弊害 
1. 無国籍認定の意義 









8 条第 4 号）、その前提として、日本で生まれた子ども本人の無国籍認定が必
要である。 
















































































国籍者として認定されないまま成長した場合、当該者は国籍法第 8 条第 4 号
の緩和された条件による簡易帰化ができないことになる。例えば、実際のケ
ースとして、当時大学院生であった日本で生まれたベトナム難民 2 世が、自








ものの、国籍法第 8 条第 4 号は、無国籍であると認定された者に対して、か
なり緩和された条件で帰化ができる規定として設けられたものである。本号
は、1984（昭和 59）年の国籍法改正の際に、日本で生まれた無国籍の解消




























て、日本で生まれて出生時から無国籍であるため、国籍法第 8 条第 4 号の簡易帰化ができ
ると考えること、そうであれば生計要件は免除されるのではないかと申し出たのだが、相
談窓口の担当者からは、とにかく生計要件は重要であるとのことで、聞き入れてもらえな












すなわち、前記の 2014（平成 26）年 6 月 12 日に提出された「無国籍問題に





て、国籍法第 2 条第 3 号にいう父母がともに「国籍を有しないとき」に該当












101 前述の通り、澤田・前掲（注 50）26-27 頁では、「無国籍」と外国人登録された女性
の婚姻届にかかる受理が問題となった事案が紹介されているところ（本章第 4 節 2）、そ
れ以外に、離婚や子の認知等の身分関係についても、国籍・無国籍の認定が問題となる。 
102 澤田・前掲（注 50）28 頁。 












































第 8 節 小括 
(1) 無国籍認定と日本国籍の取得 
国籍法第 2 条第 3 号は、日本で生じる無国籍の発生を防止するために制定
されたことは、これまで繰り返し述べてきたことである。本章では、先ず、
国籍法第 2 条第 3 号後段に関する学説による解釈について検討した。その結
果、①日本で生まれた子で、その父母がともに「国籍を有しないとき」につ
いては、同号前段の「父母がともに知れないとき」と比較して、その解釈に














 また、本章では、国籍法第 8 条第 4 号についても検討した。国籍法第 8 条
第 4 号は、日本で生まれた子どもで、出生の時から国籍を有しない者につい
て、簡易帰化によって日本国籍の後生的取得を認めることで、日本で発生し
た無国籍の減少を図るものである。国籍法第 8 条第 4 号の立法趣旨にしたが












 日本における無国籍の発生防止を目的とした国籍法第 2 条第 3 号後段、及
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終 章 




















籍の生来取得を規定した国籍法第 2 条第 3 号があり、また、日本で生まれた
無国籍者について、緩和した条件で日本国籍を帰化により生後取得できるよ










1 木棚照一『逐条註解 国籍法』日本加除出版（2003 年）185 頁。 





























2 木棚・前掲（注 1）185～186 頁によると、血統主義を原則とするが例外的に生地主義を
認める立法として、1973 年のフランス国籍法第 21 条の 1、第 22 条、1992 年のイタリア
国籍法第 1 条、1984 年のベルギー国籍法第 10 条が挙げられている。また、自国の領土内
で生まれたか、あるいは発見された子は自国民の子と推定する立法として、1913 年のドイ
ツ国籍法第 4 条第 2 項、1965 年のオーストリア国籍法第 8 条第 1 項、1984 年のオランダ
国籍法第 3 条第 2 項が挙げられている。 
3 奥田は、日本で発生する無国籍の防止を完全なものにするために、他国の法制度を比較
検討した上で、日本における法改正を提言する。奥田安弘「国籍法 2 条 3 号について（上）」
戸籍時報第 432 号（1994 年）11〜22 頁、奥田安弘「国籍法 2 条 3 号について（中）」戸
籍時報第 433 号（1994 年）33〜40 頁、奥田安弘「国籍法 2 条 3 号について（下）」戸籍
時報 434 号 45 頁を参照。 













法第 2 条第 3 号の要件である「日本で生まれた場合」で、かつ、「父母がと
もに知れないとき」の解釈に関する学説および判例について検討した。先ず、
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歩踏み込んで、日本で生じる無国籍を防止しようとしているものがみられた。
このように、判例は、国籍法第 2 条第 3 号の適用対象を拡大する傾向にある





を目的とした国籍法第 2 条第 3 号後段、及び日本で発生した無国籍の解消を
目的とした国籍法第 8 条第 4 号のいずれの場合についても、その立法趣旨で
ある日本における無国籍の発生を防止または無国籍を解消するためには、「国
籍を有しないとき」ないし「無国籍」を適切に解釈し運用することが不可欠
























































号〔人権法 II〕（亜細亜女性法学研究所、2006 年）223～261 頁、付月「常居国による無
国籍者の権利保障について―常居国に居住する権利を中心に―」法政論叢第 44 巻第 2 号（日
本法政学会、2008 年）1～12 頁、付月「無国籍条約加入の意義と日本の課題」移民政策研
究第 5 号（移民政策学会、2013 年）34〜50 頁、小田川綾音＝付月「日本の無国籍問題を
めぐる現状と課題」法律時報 86 巻 11 号（2014 年）47〜52 頁の原稿をベースに、大幅に
加筆、書き換えてまとめたものである。 













 UNHCR が出した「無国籍に関するガイドライン第 4 号：無国籍の削減
に関する  1961 年の条約第  1～4 条を通じたすべての子どもの国籍取得権















の削減条約に加入してはいないものの、UNHCR 無国籍ガイドライン第 4 号
における子どもの国籍取得権保障のための子どもの無国籍認定に関する議論
 
6 UNHCR, Guidelines on Statelessness No. 4: Ensuring Every Child's Right to Acquire 
a Nationality through Articles 1-4 of the 1961 Convention on the Reduction of 
Statelessness, 21 December 2012, HCR/GS/12/04, available at: 
[http://www.refworld.org/docid/50d460c72.html], accessed 8 F 2016. 
7 Ibid., para. 21.  
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は、本論文で検討してきた日本の国籍法第 2 条第 3 号後段ないし同法第 8 条
第 4 号の適用の前提となる無国籍認定の参考になるものと考えられる。国籍























8 Laura van Waas, Nationality Matters: Statelessness under International Law, School 
of Human Rights Research Series, Vol.29, 2008, p.207 では、これまで議論されてきた無
国籍者を保護するための無国籍認定基準等を、無国籍の発生防止のための無国籍認定にも
伸張し得ることを示唆している。   
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◆1898（明治 31）年の明治 6 年第 103 号布告改正法律 































































































































































































第十条 1 外国の国籍を有する日本国民は、日本の国籍を離脱することができる。 
2 国籍を離脱するには、法務総裁に届け出なければならない。 

















（昭和 25 年 5 月 4 日法律第 147 号、昭和 25 年 7 月 1 日施行） 
改正：昭和 27 年 7 月 31 日法律第 268 号、昭和 27 年 8 月 1 日施行 










































  政府を暴力で破壊することを企て、若しくは主張し、又はこれを企て、 






































































































































＊この後、平成 5 年 11 月 12 日法律第 89 号（平成 6 年 10 月 11 日施行）により、改
正されている。 
＊第 16 条第 3 項は、平成 5 年 11 月 12 日改正（「行政手続法の施行に伴う関係法律
の整備に関する法律」（平成 5 年法律第 89 号））により、「前項の宣告に係る聴聞の
期日における審理は、公開により行われなければならない。」と改正された。 
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◆2008（平成 20）年の改正国籍法（現行国籍法） 
（昭和 25 年 5 月 4 日法律第 147 号、昭和 25 年 7 月 1 日施行） 
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（平成 18 年 6 月 21 日法律第 78 号、平成 19 年 1 月 1 日施行） 
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第 27 条 
 
 




















  一 夫婦の一方が国籍を有する国の法 
  二 夫婦の一方の常居所地法 


















































第 33 条 
 
 

















































第 36 条 
 












































きは、その常居所地法による。ただし、第 25 条（第 26 条第 1 項及び第



























第 42 条 
 
当事者の常居所地法で第 25 条（第 26 条第一項及び第 27 条において準用






るべきときは、日本法による。ただし、第 25 条（第 26 条第 1 項及び第








（昭和 22 年 12 月 22 日法律第 224 号、昭和 23 年 1 月 1 日施行） 
 最終改正：平成 26 年 6 月 13 日法律第 69 号 






第 58 条 
 

















































示を求めること。（昭和 57 年 7 月 6 日付け法務省民二第 4265 号各法務局長、地方法務局
長あて民事局長通達）」戸籍第 454 号（1982 年）80～81 頁。 










 Convention on Certain Questions Relating to the Conflict of Nationality Law 
採 択： 1930 年 4 月 12 日     
発 効： 1937 年 7 月 1 日 









Article 1  
It is for each State to determine under its own law who are its nationals. This law 
shall be recognised by other States in so far as it is consistent with international 
conventions, international custom, and the principles of law generally recognised 
with regard to nationality. 






2 本条約の和訳は、崔昌華『国籍と人権』〔再増補版〕酒井書店（1989 年）267 頁を参照
した。 
   （23） 
 
Article 7  
In so far as the law of a State provides for the issue of an expatriation permit, 
such a permit shall not entail the loss of the nationality of the State which issues 
it, unless the person to whom it is issued possesses another nationality or unless 
and until he acquires another nationality. 
An expatriation permit shall lapse if the holder does not acquire a new 
nationality within the period fixed by the State which has issued the permit. This 
provision shall not apply in the case of an individual who, at the time when he 
receives the expatriation permit, already possesses a nationality other than that 
of the State by which the permit is issued to him. 
The State whose nationality is acquired by a person to whom an expatriation 
permit has been issued, shall notify such acquisition to the State which has 
issued the permit. 










Article 8  
If the national law of the wife causes her to lose her nationality on marriage with 
a foreigner, this consequence shall be conditional on her acquiring the nationality 
of the husband. 




Article 9  
If the national law of the wife causes her to lose her nationality upon a change in 
   （24） 
the nationality of her husband occurring during marriage, this consequence shall 
be conditional on her acquiring her husband's new nationality. 




Article 10  
Naturalisation of the husband during marriage shall not involve a change in the 
nationality of the wife except with her consent. 
第 10 条〔妻の国籍〕 
婚姻中における夫の新国籍を取得することを条件とすべし。 
 
Article 11  
The wife who, under the law of her country, lost her nationality on marriage shall 
not recover it after the dissolution of the marriage except on her own application 
and in accordance with law of that country. If she does recover it, she shall lose 
the nationality which she acquired by reason of the marriage. 





Article 13  
Naturalisation of the parents shall confer on such of their children as, according 
to its law, are minors the nationality of the State by which the naturalisation is 
granted. In such case the law of that State may specify the conditions governing 
the acquisition of its nationality by the minor children as a result of the 
naturalisation of the parents. In cases where minor children do not acquire the 
nationality of their parents as the result of the naturalisation of the latter, they 
shall retain their existing nationality. 
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Article 14 A child whose parents are both unknown shall have the nationality of 
the country of birth. If the child's parentage is established, its nationality shall 
be determined by the rules applicable in cases where the parentage is known. 
A foundling is, until the contrary is proved, presumed to have been born on the 
territory of the State in which its was found.  






Article 15  
Where the nationality of a State is not acquired automatically by reason of birth 
on its territory, a child born on the territory of that State of parents having no 
nationality, or of unknown nationality, may obtain the nationality of the said 
State. The law of that State shall determine the conditions governing the 
acquisition of its nationality in such cases. 






Article 16  
If the law of the State, whose nationality an illegitimate child possesses, 
recognises that such nationality may be lost as a consequence of a change in the 
civil status of the child (legitimation, recognition), such loss shall be conditional 
on the acquisition by the child of the nationality of another State under the law of 
such State relating to the effect upon nationality of changes in civil status. 
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律に従うべし。 
 
Article 17  
If the law of a State recognises that its nationality may be lost as the result of 
adoption, this loss shall be conditional upon the acquisition by the person 
adopted of the nationality of the person by whom he is adopted, under the law of 
the State of which the latter is a national relating to the effect of adoption upon 
nationality. 







 Protocol Relating to a Certain Case of Statelessness 
採 択： 1930 年 4 月 12 日 
発 効： 1937 年 7 月 1 日 
日 本： 署名したが未批准 
Article 1 
In a State whose nationality is not conferred by the mere fact of birth in its 
territory, a person born in its territory of a mother possessing the nationality of 
that State and of a father without nationality or of unknown nationality shall 
have the nationality of the said State. 










3 本条約の和訳は、田代有嗣『国籍法逐条解説』日本加除出版（1974 年）187 頁を参照し
た。 
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◆無国籍に関する特別議定書（抜粋） 
 Special Protocol Concerning Statelessness 
採 択： 1930 年 4 月 12 日  
発 効： 未発効 
日 本： 未署名 
Article 1 
If a person, after entering a foreign country, loses his nationality without 
acquiring another nationality, the State whose nationality he last possessed is 
bound to admit him, at the request of the State in whose territory he is: 
(i)if he is permanently indigent either as a result of an incurable disease or for 
any other reason; or 
(ii)if he has been sentenced, in the State where he is, to not less than one month's 
imprisonment and has either served his sentence or obtained total or partial 
remission thereof 
In the first case the State whose nationality such person last possessed may 
refuse to receive him, if it undertakes to meet the cost of relief in the country 
where he is as from the thirtieth day from the date on which the request was 
made. In the second case the cost of sending him back shall be borne by the 
country making the request. 











4 本条約の和訳は、崔・前掲（注 2）277 頁を参照した。 
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◆無国籍者の地位に関する条約（抜粋） 
Convention relating to the Status of Stateless Persons 
採 択： 1954 年 9 月 28 日 
発 効： 1960 年 6 月 6 日 
日 本： 未加入 
Article 1  Definition of the term "stateless person" 
1. For the purpose of this Convention, the term "stateless person" means a 
person who is not considered as a national by any State under the operation of 
its law. 
2. This Convention shall not apply: 
(1) To persons who are at present receiving from organs or agencies of the United 
Nations other than the United Nations High Commissioner for Refugees 
protection or assistance so long as they are receiving such protection or 
assistance; 
(2) To persons who are recognized by the competent authorities of the country in 
which they have taken residence as having the rights and obligations which 
are attached to the possession of the nationality of that country; 
(3) To persons with respect to whom there are serious reasons for considering 
that: 
(a) They have committed a crime against peace, a war crime, or a crime 
against humanity, as defined in the international instruments drawn up to 
make provisions in respect of such crimes; 
(b) They have committed a serious non-political crime outside the country of 
their residence prior to their admission to that country; 
(c) They have been guilty of acts contrary to the purposes and principles of the 
United Nations. 


















Convention on the Reduction of Statelessness 
採 択： 1961 年 8 月 30 日 
発 効： 1975 年 12 月 13 日 
日 本： 未加入 
Article 3 
For the purpose of determining the obligations of Contracting States under this 
Convention, birth on a ship or in an aircraft shall be deemed to have taken place 
in the territory of the State whose flag the ship flies or in the territory of the 
State in which the aircraft is registered, as the case may be. 
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◆市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約） 
 International Covenant on Civil and Political Rights (ICCPR) 
採 択： 1966 年 12 月 16 日 
発 効： 1976 年 3 月 23 日 
日 本： 1978 年 8 月 4 日公布（条約第 7 号）、同年 9 月 21 日発効 
Article 1 
1. All peoples have the right of self-determination. By virtue of that right they 
freely determine their political status and freely pursue their economic, social 
and cultural development. 
2. All peoples may, for their own ends, freely dispose of their natural wealth and 
resources without prejudice to any obligations arising out of international 
economic co-operation, based upon the principle of mutual benefit, and 
international law. In no case may a people be deprived of its own means of 
subsistence. 
3. The States Parties to the present Covenant, including those having 
responsibility for the administration of Non-Self-Governing and Trust 
Territories, shall promote the realization of the right of self-determination, and 
shall respect that right, in conformity with the provisions of the Charter of the 
United Nations. 













1. Each State Party to the present Covenant undertakes to respect and to ensure 
to all individuals within its territory and subject to its jurisdiction the rights 
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recognized in the present Covenant, without distinction of any kind, such as 
race, colour, sex, language, religion, political or other opinion, national or 
social origin, property, birth or other status. 
2. Where not already provided for by existing legislative or other measures, each 
State Party to the present Covenant undertakes to take the necessary steps, in 
accordance with its constitutional processes and with the provisions of the 
present Covenant, to adopt such legislative or other measures as may be 
necessary to give effect to the rights recognized in the present Covenant. 
3. Each State Party to the present Covenant undertakes: 
(a) To ensure that any person whose rights or freedoms as herein recognized 
are violated shall have an effective remedy, notwithstanding that the 
violation has been committed by persons acting in an official capacity; 
(b) To ensure that any person claiming such a remedy shall have his right 
thereto determined by competent judicial, administrative or legislative 
authorities, or by any other competent authority provided for by the legal 
system of the State, and to develop the possibilities of judicial remedy; 
(c) To ensure that the competent authorities shall enforce such remedies when 
granted. 





















1. Every child shall have, without any discrimination as to race, colour, sex, 
language, religion, national or social origin, property or birth, the right to such 
measures of protection as are required by his status as a minor, on the part of 
his family, society and the State. 
2. Every child shall be registered immediately after birth and shall have a name. 
3. Every child has the right to acquire a nationality. 
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◆国連人権委員会による一般的意見 17（自由権規約第 24 条、子どもの権利） 
 General comment 17 (Art.24, Children’s rights) 4/5/19895 
8. Special attention should also be paid, in the context of the protection to be 
granted to children, to the right of every child to acquire a nationality, as 
provided for in article 24, paragraph 3. While the purpose of this provision is to 
prevent a child from being afforded less protection by society and the State 
because he is stateless, it does not necessarily make it an obligation for States to 
give their nationality to every child born in their territory. However, States are 
required to adopt every appropriate measure, both internally and in co-operation 
with other States, to ensure that every child has a nationality when he is born. In 
this connection, no discrimination with regard to the acquisition of nationality 
should be admissible under internal law as between legitimate children and 
children born out of wedlock or of stateless parents or based on the nationality 
status of one or both of the parents. The measures adopted to ensure that 
children have a nationality should always be referred to in reports by States 
parties. 〔下線：筆者強調〕 















5 UN Human Rights Committee (HRC), CCPR General Comment No.17: Art. 24 (Rights 
of the child), adopted at the 35th session on 7 April 1989, available at:  
[http://www.unhchr.ch/tbs/doc.nsf/(Symbol)/cc0f1f8c391478b7c12563ed004b35e3?Open
document], accessed on 5 November 2015. 
6 日本弁護士連合会による訳を参照：
[http://www.nichibenren.or.jp/activity/international/library/human_rights/liberty_gen
eral-comment.html]、2015 年 11 月 5 日最終閲覧。 
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◆女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女性差別撤廃条約）
（抜粋） 
 Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women 
採  択： 1979 年 12 月 18 日 
発  効： 1981 年 9 月 3 日 
日  本： 1980 年 7 月 17 日署名、1985 年 7 月 25 日発効 
Article 9 
States Parties shall grant women equal rights with men to acquire, change or 
retain their nationality. They shall ensure in particular that neither marriage to 
an alien nor change of nationality by the husband during marriage shall 
automatically change the nationality of the wife, render her stateless or force upon 
her the nationality of the husband.  
2. States Parties shall grant women equal rights with men with respect to the 
nationality of their children.  
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◆子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）7 
 Convention on the rights of the child 
採  択： 1989 年 11 月 20 日 
発  効： 1990 年 9 月 2 日 
日  本： 1991 年 4 月 22 日批准書寄託、1994 年 5 月 22 日発効 
Article 3 
1. In all actions concerning children, whether undertaken by public or private 
social welfare institutions, courts of law, administrative authorities or legislative 
bodies, the best interests of the child shall be a primary consideration.  
2. States Parties undertake to ensure the child such protection and care as is 
necessary for his or her well-being, taking into account the rights and duties of his 
or her parents, legal guardians, or other individuals legally responsible for him or 
her, and, to this end, shall take all appropriate legislative and administrative 
measures.  
3. States Parties shall ensure that the institutions, services and facilities 
responsible for the care or protection of children shall conform with the standards 
established by competent authorities, particularly in the areas of safety, health, in 
the number and suitability of their staff, as well as competent supervision. 









1. The child shall be registered immediately after birth and shall have the right 
from birth to a name, the right to acquire a nationality and. as far as possible, the 
right to know and be cared for by his or her parents.  
2. States Parties shall ensure the implementation of these rights in accordance 
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instruments in this field, in particular where the child would otherwise be 
stateless. 
第 7 条 
1 児童は、出生の後直ちに登録される。児童は、出生の時から氏名を有する権利及
び国籍を取得する権利を有するものとし、また、できる限りその父母を知りかつその
父母によって養育される権利を有する。  
2 締約国は、特に児童が無国籍となる場合を含めて、国内法及びこの分野における
関連する国際文書に基づく自国の義務に従い、1 の権利の実現を確保する。 
 
 
